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Ⅰ 平成 年度みなと総局予算概要

総括事項

みなと総局では，「健康・安全を守る」「街と地域を創る」「神戸経済を伸ばす」「陸・海・空

の拠点を創る」の実現に向けて，

○港湾事業については，国際コンテナ戦略港湾の推進，客船誘致の強化，ウォーターフロン

ト地区の魅力向上，須磨海岸の健全化・品質向上・活性化や港湾エリアの公共施設の管理・

運営・利用促進，神戸空港の運営などの事業に取り組む。

○一般会計（みなと総局所管分）については，高潮・津波対策事業や海岸保全施設の管理な

どの事業に取り組む。

○新都市整備事業については，計画的開発団地のリノベーション，産業用地・住宅用地の供

給，企業誘致の促進，産業団地従業員の市内への移住促進などを，新たにまちづくりを担

当する「都市局」において一元的に実施し，これまで以上にスピード感をもって取り組む。

昨年の台風 ・ 号通過に伴い甚大な被害を受けた神戸港では，大阪湾港湾等における高

潮対策検討委員会 神戸港部会 が設置され，神戸港における高潮による被害の検証と今後の対

応方策の検討が進められており，委員会での検討を踏まえながら高潮対策等を実施し，災害に

強い都市づくりの実現に向けて取り組む。

主要施策の概要

１．港湾事業会計

（１）国際コンテナ戦略港湾の推進

平成 年の神戸港のコンテナ貨物取扱量は，平成 年を上回り過去最高を達成した。

平成 年度は，これまで継続してきた集貨事業の効果を維持，定着させるとともに，航路

誘致は多方面・多頻度の直航サービスを充実させることで，港勢拡大（ 万 ）を目指

す。

① 神戸港への集貨 １，０６０，０００千円

国の集貨支援制度を活用し，従来から注力してきた北米・欧州に加え，基幹航路に準じ

る中南米・アフリカ・豪州航路の誘致や経済成長著しい東南アジアをはじめとするトラン

シップ貨物誘致を進めるとともに，引き続き，瀬戸内・九州方面からの貨物集貨，神戸港

の物流改善のためのトライアル事業，在来貨物の集貨などに取り組む。

（ 年度事業） ・阪神港貨物集貨事業

・神戸港コンテナ貨物集貨促進事業

・新規航路開設等支援事業

・在来貨物集貨促進事業

・トライアル実証事業 など
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② 高規格コンテナターミナル等の港湾施設整備 ８，９７９，６６８千円

増加するコンテナ貨物取扱量に対応した，国際競争力のある高規格コンテナターミナル

の整備，広域幹線道路（大阪湾岸道路西伸部）の整備促進，ハーバーハイウェイ（港湾幹

線道路）のＥＴＣ整備検討を行い，神戸港の機能強化，更なる国際競争力の強化に取り組

む。

（ 年度事業） ・港湾直轄事業費負担金

（高規格コンテナターミナルの整備推進，

広域幹線道路（大阪湾岸道路西伸部）の整備促進）

・阪神国際港湾株式会社資金貸付事業

（ガントリークレーンの延命化等）

・ハーバーハイウェイ（港湾幹線道路）のＥＴＣ整備検討 など

（２）災害に強いみなとづくり ３，８０３，５００千円

平成 年台風第 号及び第 号により被災した港湾施設について，災害復旧工事等の

防災対策を進めるとともに，神戸港の物流機能の維持を目的に，臨港地区内の民間事業者

が自ら施工する災害防止対策に対する支援を平成 年度に引き続き実施する。

（ 年度事業） ・廃棄物埋立護岸災害復旧

・神戸港高潮災害防止対策支援事業 など

（３）客船誘致の強化 １，５９４，０５１千円

平成 年は，入港隻数が過去最高となった昨年と同様に，多数の客船の入港が予定され

ている。

近年，客船をとりまく環境は目まぐるしく変化しており，船会社や乗船客の港に対する

ニーズも多様化し，きめ細かな対応が求められている。大型客船や入港隻数の増加に対す

るヤード機能拡充などの受け入れ体制強化，客船入港時のおもてなしや寄港地観光の充実，

瀬戸内クルーズ振興，海外港湾との連携事業など，超大型客船からラグジュアリークラス

の客船まで幅広い層の客船誘致を目指す。

（ 年度事業） ・客船受入環境の充実

・おもてなし力の強化と寄港地観光の充実

・フライ＆クルーズの促進による神戸誘客事業

・海外港湾と連携したクルーズ振興事業

・瀬戸内クルーズ振興に向けた市民クルーズの実施

・内航フェリーによる瀬戸内の魅力ＰＲ など
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（４）ウォーターフロント地区の魅力向上 １，１２４，２００千円

神戸港将来構想に掲げる「世界から人を惹きつける神戸のウォーターフロントの形成」

の具現化に向け，中突堤周辺地区では，神戸ポートタワーのリニューアルと中突堤中央ビ

ル（南館）再整備等を実施する事業者公募に向けて取り組む。

また，新港突堤西地区では，第２突堤及び周辺の再開発の事業化を図り，切れ目なく再

開発を進める。

（ 年度事業） ・神戸ポートタワーのリニューアルと中突堤中央ビル（南館）再整備等の

事業化の取組み

・新港第２突堤及び周辺での再開発の事業化の取組み など

（５）須磨海岸の健全化・品質向上・活性化 １，３６４，６８０千円

須磨海水浴場の健全化対策として，利便施設や遠浅化，遊歩道の整備により品質向上を

行うとともに，須磨海岸のイメージアップを図るため，ビーチの国際環境認証「ブルーフ

ラッグ」の取得を目指し，四季を通じて多くの人が訪れる賑わいのある美しい海岸づくり

に取り組む。

（ 年度事業） ・須磨海水浴場の健全化対策

（警備体制拡充，「ファミリーエリア」の充実 など）

・須磨海岸の品質向上

（東エリアの遠浅化，バリアフリー対応利便施設，遊歩道・広場の再整

備の整備 など）

・四季を通じた海岸全体の賑わいづくり

（ビーチイベントの振興 など）

（６）港湾労働者などの福祉の増進 １４８，７８１千円

港湾労働者などの福祉の増進を図るため，港湾厚生施設の補修などの事業に取り組む。

（ 年度事業） ・港湾労働者教育訓練事業助成

・港湾厚生施設等の改修

・神戸港福利厚生施設「神戸ポートオアシス」管理運営 など

（７）市民に親しまれるみなとづくり ９０，４８３千円

海・船・港に関連する様々なイベントを開催し，市民がみなとに親しむ機会を提供する。

また，海事分野の人材育成のため，青少年が海や船・港に親しむ機会づくりや，学校教育

と連携した海事教育を推進する。

（ 年度事業） ・みなとこうべ海上花火大会

・神戸・みなと体験

・練習帆船体験航海事業 など
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（８）神戸空港の運営 ２，５９２，４４１千円

神戸空港については，平成 年４月から関西国際空港及び大阪国際空港を運営する関西

エアポート株式会社が設立した関西エアポート神戸株式会社による運営が開始され，３空

港の一体運営が実現した。

関西エアポート株式会社及び関西エアポート神戸株式会社との連携を図りながら，関西

全体の航空輸送需要の拡大，神戸経済の活性化，更には関西経済の発展に取り組む。

また，課題である，①運用時間の延長及び発着枠の拡大，②国際チャーター便の制限の

緩和，③国際ビジネスジェット・チャーター便の利用促進のためのＣＩＱ体制の充実につ

いて，今後も継続して国と協議を行う。

２．一般会計（みなと総局所管分）

（１）高潮・津波対策 ４，８０７，４００千円

近い将来，発生が想定される南海トラフ巨大地震に伴う津波及び大型化する台風に伴う

高潮に対し，市民の安全・安心を確保するとともに，災害に強い都市づくりのため，ハー

ド，ソフト合わせた総合的な高潮・津波対策に取り組む。

① 高潮・津波対策事業

南海トラフ巨大地震に伴う津波対策として，避難を中心としたソフト対策に加え，減災

を目標としたハード対策（防潮胸壁等を「ねばり強い構造へ補強」）を実施し，市民の安

全・安心を確保する。

現在実施している既成市街地の人家部及び都心部における事業を早期に完了させると

ともに，引き続き，平成 年度から臨海部における事業に着手するほか，東部工区のポ

ンプ場の機能強化に取り組む。

② 陸閘等の遠隔操作化事業

発災後，短時間で到達する津波に対し，水門及び陸閘を迅速・確実に閉鎖するとともに，

閉鎖従事者の更なる安全確保を目的に，継続的に実施している陸閘等の閉鎖訓練に加え，

防災機能の強化を目指し，平成 年度に引き続き交流人口の多い三宮都心部をモデル地

区として，陸閘の遠隔操作化事業に取り組む。

（２）海岸保全施設の老朽化対策 ２７４，８６０千円

津波や高潮発生時における市民の安全を確保するため，老朽化した海岸保全施設の補修

を実施し，施設の機能維持及び延命化に取り組む。
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３．新都市整備事業会計

（１）計画的開発団地のリノベーション ９５４，２２２千円

西神中央エリアでは西区新庁舎整備を契機として，駅周辺一帯のリノベーションに取り

組んでいる。平成 年度は，文化・芸術ホール等の複合事業に着手するとともに，周辺の

歩行者動線や中央広場（プレンティ広場）の利活用について検討を行う。また，子育て環

境の充実を目指し，乳幼児の一時的な預かり施設を整備するなど，引き続きニュータウン

居住者をはじめ，広域の方々の豊かなくらしを支える地区センターとして魅力を高める。

近隣センターについては，西神中央のかりばプラザのリニューアル事業を進め，まちの

にぎわい創出を図る。他の近隣センターにおいてもリニューアルの検討を行う。すでに事

業着手している名谷南センターについては，新会館棟，新店舗棟の供用が開始されており，

引き続き民間事業者による新たな住宅供給など着実にリニューアル事業に取り組む。

鶴甲・渦森については，引き続き地域コミュニティの活性化に向けた，会館の再整備等

を行う。

（ 年度事業） ・美賀多台 丁目に文化・芸術ホール，新西図書館等を整備

＜文化・芸術ホール＞

◇クラシックやジャズなどの幅広いジャンルの音楽鑑賞や観劇に対応

（客席 席程度）。

◇市民等による実演や，市民が文化・芸術に触れる機会の提供。

◇民間事業者による，運営を踏まえた施設整備を実施。

・西神中央駅周辺施設への歩行者動線の検討

・西区新庁舎の整備にあわせた商業ゾーンや中央広場のリニューアル

検討，乳幼児一時預かり施設の整備

・近隣センターのリニューアル

（名谷南センター，かりばプラザなど）

・鶴甲会館の整備

・渦森会館の再整備にあわせた生活交通導入支援

・渦森会館の地元管理 など

（２）産業用地，住宅用地の整備・供給 ５，７３３，０００千円

（港湾事業会計所管分含む）

企業誘致に伴う基盤整備を進めるため，臨海部のポートアイランド（第２期）地区では，

神戸医療産業都市やスーパーコンピュータ「京」など各種プロジェクトを核としたまちづ

くりを進めるとともに，ポートアイランド沖地区では，神戸の都市基盤としての空港島関

連施設用地の造成を行う。内陸部では，神戸西インターチェンジと一体となった神戸複合

産業団地を，流通系・工業系・研究開発機能を合わせ持つ産業団地として整備を行う。

住宅団地では，西神住宅団地，西神住宅第２団地などにおいて必要な整備を行う。

（ 年度事業） ・ポートアイランド第２期（基盤整備）

・ポートアイランド沖（基盤整備，建設残土受入）

・神戸複合産業団地（基盤整備）

・西神住宅団地（基盤整備）

・西神住宅第２団地（基盤整備） など
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（３）企業誘致の推進 ８９，０５１千円

（港湾事業会計所管分含む）

成長分野や比較的投資が堅調な企業，投資意欲のある企業などの動向を注視しながら，

神戸エンタープライズゾーン条例の適用による市税優遇制度や企業拠点移転補助制度など

を活用し，積極的に企業誘致を進める。

（４）産業団地従業員の市内移住促進 ３７，００２千円

産業団地内の企業の従業員世帯を対象に，市外から近隣の住宅団地等への移住を促進す

る新たな助成制度を新設し，職住近接の産業団地の形成を目指す。



 

 

 

 

 

Ⅱ 平成 31年度神戸市港湾事業会計予算 
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（３）企業誘致の推進 ８９，０５１千円

（港湾事業会計所管分含む）

成長分野や比較的投資が堅調な企業，投資意欲のある企業などの動向を注視しながら，

神戸エンタープライズゾーン条例の適用による市税優遇制度や企業拠点移転補助制度など

を活用し，積極的に企業誘致を進める。

（４）産業団地従業員の市内移住促進 ３７，００２千円

産業団地内の企業の従業員世帯を対象に，市外から近隣の住宅団地等への移住を促進す

る新たな助成制度を新設し，職住近接の産業団地の形成を目指す。

予算第 号議案

平成 年度神戸市港湾事業会計予算

（総則）

第１条 平成 年度神戸市港湾事業会計の予算は，次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は，次のとおりとする。  

港 湾 管 理

岸 壁 トン

物 揚 場 トン

埠 頭 用 地

専 用 平方メートル

一 般 平方メートル

港湾幹線道路 台

入港料対象船舶 トン

港湾施設運営

上 屋

専 用 平方メートル

一 般 平方メートル

荷 役 機 械 回／ 分

船 舶 給 水 立方メートル

建設改良事業の概要は，「第１表 建設改良事業概要」のとおりとする。

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。  

収 入

第１款 港湾管理事業収益 千円

第１項 営 業 収 益 千円

第２項 営 業 外 収 益 千円

第３項 特 別 利 益 千円

第２款 港湾施設運営事業収益 千円

第１項 営 業 収 益 千円

第２項 営 業 外 収 益 千円
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第３項 特 別 利 益 千円

第３款 空港事業収益 千円

第１項 営 業 収 益 千円

第２項 営 業 外 収 益 千円

計 千円

支 出

第１款 港湾管理事業費 千円

第１項 営 業 費 用 千円

第２項 営 業 外 費 用 千円

第３項 特 別 損 失 千円

第２款 港湾施設運営事業費 千円

第１項 営 業 費 用 千円

第２項 営 業 外 費 用 千円

第３項 特 別 損 失 千円

第３款 空港事業費 千円

第１項 営 業 費 用 千円

第２項 営 業 外 費 用 千円

第４款 予 備 費 千円

第１項 予 備 費 千円

計 千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入

額が資本的支出額に対し不足する額 千円は，損益勘定留保資金等

で補てんするものとする。）。

収 入

第１款 資本的収入 千円

第１項 企 業 債 千円

第２項 他会計繰入金 千円

第３項 他会計補助金 千円

第４項 国 庫 支 出 金 千円

第５項 県 支 出 金 千円

第６項 財 産 収 入 千円

第７項 組 入 金 千円

第８項 雑 収 入 千円
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支 出

第１款 資本的支出 千円

第１項 建 設 改 良 費 千円

第２項 投 資 千円

第３項 企業債等償還金 千円

第４項 予 備 費 千円

（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のと

おりと定める。

事 項 期 間 限 度 額

港湾幹線道路料金徴収（平成 年度） 平成 ～ 年度 千円

廃棄物埋立護岸災害復旧（平成 年度） 平成 ～ 年度 千円

新港突堤西地区ヤード整備（平成 年度） 平成 ～ 年度 千円

ポートターミナルほか指定管理（平成 年度） 平成 ～ 年度 千円

（企業債）

第６条 起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のと

おりと定める。

起債の目的

及び限度額
港湾整備事業 千円

起債の方法 公債証券の発行又は消費貸借の方法により，借り入れる（他の地方公共団体との共同発行

を含む。）。

利 率 ９％以内（ただし 利率見直し方式で借り入れる資金について 利率の見直しを行った後に

おいては 当該見直し後の利率）

償還の方法 借入日の翌日から据置期間を含め， 年以内に毎年度元利均等その他の方法により償還す

る。ただし，財政上の都合等により定額以上を償還し，又は借り換えることができる。政

府資金を借り入れる場合は，その融資条件による。

（一時借入金）

第７条 一時借入金の限度額は， 千円と定める。

（他会計からの補助金）

第８条 収益的支出及び資本的支出に充てるため，一般会計からこの会計へ

補助を受ける金額は， 千円である。
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（重要な資産の処分）

第９条 重要な資産の処分は，次のとおりとする。

種 類 名 称 数 量 処分の態様

処分する資産 土 地 港 湾 用 地 ㎡ 譲 渡

平成 年２月 日提出

神戸市長 久 元 喜 造
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第 １ 表 建 設 改 良 事 業 概 要

事 業 名 当年度予定額 事 業 概 要

千円

港 湾 建 設 長田港船揚場改良

兵庫地区物揚場整備 等

港 湾 環 境 整 備 廃棄物埋立護岸整備

須磨地区緑地整備 等

港 湾 直 轄 事 業 費

負 担 金

高規格コンテナターミナルの整備推進

大阪湾岸道路西伸部の整備 等

埋 立 ポートアイランド（第２期）道路整備・付帯工事

六甲アイランド南管理 等

其 他 建 設 改 良 新港突堤西地区ヤード整備

ウォーターフロント再整備 等

土 地 等 購 入 港湾用地購入

関 連 建 設 改 良 建設改良部門職員の給料，職員手当 等

災 害 復 旧 廃棄物埋立護岸災害復旧

合 計
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2
6
 

１
業

務
費

1
,
0
7
9
,
0
7
3
 
上

屋
，

荷
役

機
械

，
給

水
施

設
に

係
る

管
理

運
営

費
，

維
持

補
修

費
等

２
総

係
費

4
6
4
,
3
7
0
 
職

員
の

給
料

，
職

員
手

当
等

３
減

価
償

却
費

1
,
0
9
5
,
6
8
3
 
固

定
資

産
減

価
償

却
費

４
資

産
減

耗
費

5
0
0
 

２
営

業
外

費
用

9
8
,
9
8
9
 

支
払

利
息

及
企

業
債

取
扱

諸
費

２
雑

支
出

5
0
0
 

３
特

別
損

失
4
9
9
,
3
8
5
 

そ
の

他
特

別
損

失
4
9
9
,
3
8
5
 
固

定
資

産
除

却
損

３
空

港
事

業
費

5
6
8
,
0
0
0
 

１
営

業
費

用
4
1
5
,
9
5
8
 

１
減

価
償

却
費

4
1
5
,
9
5
8
 
固

定
資

産
減

価
償

却
費

２
営

業
外

費
用

1
5
2
,
0
4
2
 

支
払

利
息

及
企

業
債

取
扱

諸
費

４
予

備
費

5
0
,
0
0
0
 

１
予

備
費

5
0
,
0
0
0
 

１
予

備
費

5
0
,
0
0
0
 

合
　

　
　

　
計

2
6
,
1
2
6
,
0
0
0
 

給
与

費
内

訳
職

員
数

1
5
5
人

（
短

時
間

勤
務

職
員

1
2
人

を
含

む
）

の
給

料
6
6
3
,
2
8
7
千

円
，

手
当

等
9
2
7
,
0
5
1
千

円
，

法
定

福
利

費
2
6
2
,
6
6
2
千

円
を

計
上

9
8
,
4
8
9
 
企

業
債

利
息

等

2
,
0
5
1
,
9
1
1
 

款
項

目

企
業

債
利

息
等

１１１ １
1
5
2
,
0
4
2
 
企

業
債

利
息

等

　
　

　
港

湾
事

業
会

計
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資
本

的
収

入
及

び
支

出

予
　

定
　

額
備

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

考
千

円

１
資

本
的

収
入

4
2
,
7
2
2
,
6
8
2
 

１
企

業
債

1
3
,
1
8
2
,
0
0
0
 

１
企

業
債

1
3
,
1
8
2
,
0
0
0
 
建

設
改

良
費

等
に

充
当

す
る

企
業

債

２
他

会
計

繰
入

金
1
4
,
0
6
7
,
9
2
4
 

１
基

金
繰

入
金

1
4
,
0
6
7
,
9
2
4
 
建

設
改

良
費

等
に

充
当

す
る

基
金

繰
入

金

３
他

会
計

補
助

金
3
,
0
3
0
,
0
2
6
 

１
一

般
会

計
補

助
金

3
,
0
3
0
,
0
2
6
 
建

設
改

良
費

等
に

充
当

す
る

一
般

会
計

補
助

金

４
国

庫
支

出
金

3
,
7
3
7
,
4
1
6
 

１
国

庫
補

助
金

3
,
7
3
7
,
4
1
6
 
建

設
改

良
費

に
充

当
す

る
国

庫
補

助
金

５
県

支
出

金
5
2
6
,
1
4
8
 

１
県

補
助

金
5
2
6
,
1
4
8
 
企

業
債

償
還

に
充

当
す

る
県

補
助

金

６
財

産
収

入
2
,
0
5
9
,
5
3
7
 

１
財

産
売

却
代

2
,
0
4
3
,
0
3
9
 
土

地
売

却
代

等

２
基

金
収

入
1
6
,
4
9
8
 
基

金
運

用
益

７
組

入
金

3
,
9
3
6
,
5
6
0
 

１
組

入
金

3
,
9
3
6
,
5
6
0
 
港

湾
用

地
貸

地
収

入
等

８
雑

収
入

2
,
1
8
3
,
0
7
1
 

１
工

事
負

担
金

8
1
2
,
6
7
1
 
ポ

ー
ト

ア
イ

ラ
ン

ド
（

第
２

期
）

等
関

連
公

共
工

事
に

係
る

工
事

負
担

金
２

返
還

金
1
,
2
7
2
,
3
5
7
 
阪

神
国

際
港

湾
株

式
会

社
貸

付
金

等
の

返
還

金
等

３
其

他
9
8
,
0
4
3
 
浚

渫
土

砂
受

入
料

等

予
　

定
　

額
備

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

考
千

円

１
資

本
的

支
出

4
9
,
1
0
2
,
0
0
0
 

1
建

設
改

良
費

2
1
,
8
8
4
,
9
9
3
 

１
港

湾
建

設
費

3
,
8
0
2
,
0
5
0
 
長

田
港

船
揚

場
改

良
，

兵
庫

地
区

物
揚

場
整

備
等

２
港

湾
環

境
整

備
費

8
3
1
,
5
0
0
 
廃

棄
物

埋
立

護
岸

整
備

，
須

磨
地

区
緑

地
整

備
等

３
港

湾
直

轄
事

業
費

負
担

金
6
,
1
0
6
,
6
6
8
 
高

規
格

コ
ン

テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル
の

整
備

推
進

等

収
　

　
　

　
　

入

款
項

目

支
　

　
　

　
　

出
項

目
款

　
　

　
港

湾
事

業
会

計
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予
　

定
　

額
備

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

考
千

円

４
埋

立
費

7
4
2
,
0
8
8
 
ポ

ー
ト

ア
イ

ラ
ン

ド
（

第
２

期
）

等
埋

立
費

５
其

他
建

設
改

良
費

4
,
4
5
1
,
0
5
4
 
ウ

ォ
ー

タ
ー

フ
ロ

ン
ト

再
整

備
等

６
土

地
等

購
入

費
2
,
3
0
0
,
0
0
0
 
港

湾
用

地
購

入

７
関

連
建

設
改

良
費

6
5
1
,
6
3
3
 
建

設
改

良
部

門
職

員
の

給
料

，
職

員
手

当
等

８
災

害
復

旧
費

3
,
0
0
0
,
0
0
0
 
廃

棄
物

埋
立

護
岸

災
害

復
旧

２
投

資
1
2
,
9
3
7
,
1
2
4
 

１
投

資
2
,
8
2
3
,
0
0
9
 
阪

神
国

際
港

湾
株

式
会

社
貸

付
金

等

２
基

金
造

成
費

1
0
,
1
1
4
,
1
1
5
 
港

湾
事

業
基

金
造

成
費

３
企

業
債

等
償

還
金

1
4
,
2
2
9
,
8
8
3
 

１
企

業
債

等
償

還
金

1
4
,
2
2
9
,
8
8
3
 
企

業
債

元
金

償
還

金
等

４
予

備
費

5
0
,
0
0
0
 

１
予

備
費

5
0
,
0
0
0
 

給
与

費
内

訳
職

員
数

5
3
人

（
短

時
間

勤
務

職
員

1
人

を
含

む
）

の
給

料
2
7
7
,
8
7
3
千

円
，

手
当

等
2
6
3
,
5
7
2
千

円
，

法
定

福
利

費
1
0
8
,
5
5
5
千

円
を

計
上

款
項

目

　
　

　
港

湾
事

業
会

計
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（
単
位
：
千
円
）

１
　
業
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

２
　
投
資
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

当
年
度
純
利
益

6
5
9
,
0
0
0
 

有
形
・
無
形
固
定
資
産
の
取
得
に
よ
る
支
出

△
 
2
2
,
3
9
8
,
6
7
3
 

減
価
償
却
費

1
3
,
5
8
4
,
1
9
8
 

有
形
固
定
資
産
の
売
却
収
入

2
,
5
6
0
,
5
8
2
 

資
産
減
耗
費

1
,
0
0
0
 

貸
付
金
貸
付
に
よ
る
支
出

△
 
2
,
8
2
3
,
0
0
0
 

貸
倒
引
当
金
の
増
減
額

6
,
6
7
0
 

貸
付
金
返
還
に
よ
る
収
入

6
0
2
,
3
5
7
 

退
職
給
付
引
当
金
の
増
減
額

3
8
6
,
7
4
3
 

そ
の
他
投
資
に
よ
る
支
出

△
 
9
 

特
別
修
繕
引
当
金
の
増
減
額

△
 
2
9
8
,
2
1
1
 

基
金
造
成
に
よ
る
支
出

△
 
1
0
,
1
1
4
,
1
1
5
 

長
期
前
受
金
戻
入
額

△
 
7
,
2
9
4
,
9
7
6
 

基
金
繰
入
に
よ
る
収
入

1
4
,
0
6
7
,
9
2
4
 

受
取
利
息
及
配
当
金

△
 
9
,
9
9
8
 

財
産
収
入
に
よ
る
収
入

1
6
,
4
9
8
 

支
払
利
息
及
企
業
債
取
扱
諸
費

2
,
3
0
0
,
3
4
2
 

組
入
金
に
よ
る
収
入

3
,
9
3
7
,
6
9
3
 

有
形
固
定
資
産
売
却
損
益

△
 
5
0
7
,
5
9
0
 

雑
収
入
に
よ
る
収
入

7
6
3
,
0
4
3
 

そ
の
他
特
別
利
益

△
 
4
6
,
4
1
5
 

国
庫
補
助
金
返
還
に
よ
る
支
出

△
 
5
,
0
0
0
 

そ
の
他
特
別
損
失

1
2
5
,
5
5
8
 

国
庫
補
助
金
に
よ
る
収
入

3
,
7
3
7
,
4
1
6
 

未
収
金
・
破
産
更
生
債
権
等
の
増
減
額

8
6
7
,
6
3
3
 

工
事
負
担
金
に
よ
る
収
入

8
1
2
,
6
7
1
 

未
払
金
の
増
減
額

△
 
2
,
3
8
6
,
4
8
6
 

投
資
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

△
 
8
,
8
4
2
,
6
1
3
 

小
計

7
,
3
8
7
,
4
6
8
 

利
息
及
び
配
当
金
の
受
取
額

9
,
9
9
8
 

３
　
財
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

利
息
の
支
払
額

△
 
2
,
3
0
0
,
3
4
2
 

一
時
借
入
金
収
入

2
0
,
0
0
0
,
0
0
0
 

業
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

5
,
0
9
7
,
1
2
4
 

一
時
借
入
金
返
済

△
 
2
0
,
0
0
0
,
0
0
0
 

建
設
改
良
費
等
の
財
源
に
充
て
る
企
業
債
収
入

1
3
,
1
8
2
,
0
0
0
 

建
設

改
良

費
等

の
財

源
に

充
て

た
企

業
債

等
償

還
△
 
1
4
,
2
2
9
,
8
8
3
 

他
会
計
補
助
金
に
よ
る
収
入

3
,
0
3
0
,
0
2
6
 

県
補
助
金
に
よ
る
収
入

5
2
6
,
1
4
8
 

財
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

2
,
5
0
8
,
2
9
1
 

資
金
増
加
額

△
 
1
,
2
3
7
,
1
9
8
 

資
金
期
首
残
高

2
6
,
5
4
4
,
1
0
5
 

資
金
期
末
残
高

2
5
,
3
0
6
,
9
0
7
 

平
成

3
1
年

度
神

戸
市

港
湾

事
業

会
計

予
定

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー
計

算
書

（
平

成
3
1
年

４
月

１
日

か
ら

平
成

3
2
年

３
月

3
1
日

ま
で

）

　
　

　
港

湾
事

業
会

計
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（
単
位
：
千
円
）

１
　
固
　
定
　
資
　
産

(
1
)

2
5
9
,
2
6
8
,
8
7
8
 

5
8
,
9
7
3
,
5
4
7
 

　
　
減
価
償
却
累
計
額

△
 
2
8
,
4
2
7
,
2
6
8
 

3
0
,
5
4
6
,
2
7
9
 

8
,
4
9
5
,
8
0
1
 

　
　
減
価
償
却
累
計
額

△
 
6
,
5
6
0
,
9
4
6
 

1
,
9
3
4
,
8
5
5
 

5
4
7
,
5
2
2
,
8
0
1
 

　
　
減
価
償
却
累
計
額

△
 
2
5
3
,
1
9
3
,
6
2
4
 

2
9
4
,
3
2
9
,
1
7
7
 

1
9
,
8
5
1
,
9
0
3
 

　
　
減
価
償
却
累
計
額

△
 
1
3
,
6
3
1
,
7
6
0
 

6
,
2
2
0
,
1
4
3
 

6
8
,
4
1
6
 

　
　
減
価
償
却
累
計
額

△
 
6
4
,
5
3
5
 

3
,
8
8
1
 

7
8
1
,
4
8
3
 

　
　
減
価
償
却
累
計
額

△
 
6
2
5
,
4
9
9
 

1
5
5
,
9
8
4
 

3
,
7
8
5
,
1
4
5
 

　
　
減
価
償
却
累
計
額

△
 
3
,
1
0
5
,
6
5
0
 

6
7
9
,
4
9
5
 

3
4
3
,
8
5
2
,
4
9
6
 

9
3
6
,
9
9
1
,
1
8
8
 

(
2
)

5
5
,
9
3
2
,
8
8
1
 

1
,
7
1
5
 

1
0
2
,
4
4
2
 

5
6
,
0
3
7
,
0
3
8
 

(
3
)

3
7
,
6
6
2
,
1
3
0
 

4
0
,
8
0
0
 

1
5
,
9
6
0
,
6
5
6
 

1
5
,
7
6
9
,
7
1
2
 

4
7
0
,
3
5
5
 

△
 
4
7
0
,
3
5
5
 

9
,
4
4
4
 

6
9
,
4
4
2
,
7
4
2
 

1
,
0
6
2
,
4
7
0
,
9
6
8
 

ニ
基

金

イ
投

資
有

価
証

券

施
設

利
用

権
電

話
加

入
権

そ
の

他
無

形
固

定
資

産

ロ
出

資
金

ハ
長

期
貸

付
金

リ
建

設
仮

勘
定

有
形

固
定

資
産

合
計

無
形

固
定

資
産

イ ロ ハ
無

形
固

定
資

産
合

計
投

資
そ

の
他

の
資

産

ニ
構

築
物

ホ
機

械
及

装
置

ヘ
車

両
及

運
搬

具

ト
船

舶

チ
工

具
器

具
及

備
品

ロ
建

物

ハ

平
成
3
1
年
度
神
戸
市
港
湾
事
業
会
計
予
定
貸
借
対
照
表

（
平
成
3
2
年
３
月
3
1
日
）

資
　
産
　
の
　
部

有
形

固
定

資
産

イ
土

地

建
物

附
属

設
備

ホ
破

産
更

生
債

権
等

貸
倒

引
当

金

へ
そ

の
他

の
投

資
投

資
そ

の
他

の
資

産
合

計
固

定
資

産
合

計

　
　
　
港
湾
事
業
会
計
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２
　
流
　
動
　
資
　
産

(
1
)

2
5
,
3
0
6
,
9
0
7
 

(
2
)

3
,
0
0
4
,
7
0
8
 

△
 
1
6
8
,
3
2
5
 

2
,
8
3
6
,
3
8
3
 

(
3
)

6
7
5
,
3
0
2
 

2
8
,
8
1
8
,
5
9
2
 

1
,
0
9
1
,
2
8
9
,
5
6
0
 

３
　
固
　
定
　
負
　
債

(
1
)

2
0
4
,
2
0
6
,
7
4
7
 

1
,
2
4
6
,
0
0
0
 

2
0
5
,
4
5
2
,
7
4
7
 

(
2
)

2
6
,
0
9
3
,
9
0
4
 

(
3
)

1
,
1
6
0
,
7
3
8
 

2
,
1
4
8
,
1
5
1
 

3
,
3
0
8
,
8
8
9
 

(
4
)

1
,
7
5
4
,
6
7
2
 

2
3
6
,
6
1
0
,
2
1
2
 

４
　
流
　
動
　
負
　
債

(
1
)
 

1
0
,
4
3
8
,
1
8
6
 

(
2
)

3
0
0
,
2
0
2
 

(
3
)
 

4
,
3
0
3
,
7
9
3
 

(
4
)

1
,
5
6
6
,
7
5
7
 

(
5
)
 

3
0
7
,
3
0
3
 

1
6
,
9
1
6
,
2
4
1
 

５
　
繰
　
延
　
収
　
益

4
6
0
,
6
9
4
,
2
2
2
 

△
 
1
8
1
,
6
9
4
,
1
1
5
 

2
7
9
,
0
0
0
,
1
0
7
 

5
3
2
,
5
2
6
,
5
6
0
 

負
債

合
計

賞
与

等
引

当
金

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
繰

延
収

益
合

計

流
動

負
債

合
計

現
金

預
金

未
収

金

流
動

資
産

合
計

資
産

合
計

負
　
債
　
の
　
部

他
会

計
借

入
金

固
定

負
債

合
計

企
業

債

ロ
そ

の
他

の
企

業
債

イ
建

設
改

良
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債

未
払

金
預

り
金

貸
倒

引
当

金
短

期
貸

付
金

他
会

計
借

入
金

引
当

金
イ

退
職

給
付

引
当

金
ロ

特
別

修
繕

引
当

金
引

当
金

合
計

そ
の

他
固

定
負

債

企
業

債

イ
建

設
改

良
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債

企
業

債
合

計

　
　
　
港
湾
事
業
会
計
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６
　
資
　
本
　
金

1
9
5
,
6
2
2
,
7
4
7
 

７
　
剰
　
余
　
金

(
1
)
 

2
,
6
6
8
,
5
6
6
 

2
9
,
6
1
4
,
3
3
4
 

8
3
,
6
3
3
,
1
8
5
 

1
0
,
3
9
7
,
8
1
8
 

5
,
4
4
2
,
9
0
1
 

2
1
2
,
2
5
4
,
9
0
4
 

3
4
4
,
0
1
1
,
7
0
8
 

(
2
)
 

1
8
,
4
6
9
,
0
0
0
 

6
5
9
,
5
4
5
 

1
9
,
1
2
8
,
5
4
5
 

3
6
3
,
1
4
0
,
2
5
3
 

5
5
8
,
7
6
3
,
0
0
0
 

1
,
0
9
1
,
2
8
9
,
5
6
0
 

剰
余

金
合

計
資

本
合

計
負

債
資

本
合

計

へ
そ

の
他

資
本

剰
余

金
資

本
剰

余
金

合
計

利
益

剰
余

金

ロ
当

年
度

未
処

分
利

益
剰

余
金

利
益

剰
余

金
合

計

イ
減

債
積

立
金

イ
再

評
価

積
立

金
ロ

国
庫

補
助

金
ハ

受
贈

財
産

評
価

額
ニ

工
事

負
担

金
ホ

他
会

計
補

助
金

資
　
本
　
の
　
部

資
本

剰
余

金

　
　
　
港
湾
事
業
会
計
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港
湾
事
業
会

計
 

注
記

 
 

Ⅰ
重

要
な

会
計

方
針

に
係

る
事

項
に

関
す

る
注

記

有
価

証
券

の
評

価
基

準
及

び
評

価
方

法

移
動

平
均

法
に

よ
る

原
価

法
に

よ
っ

て
い

る
。

固
定

資
産

の
減

価
償

却
の

方
法

（
）
有

形
固

定
資

産

・
減
価

償
却

の
方

法
定

額
法

に
よ

っ
て

い
る

。

・
主
な

耐
用

年
数

建
物

年
～

年
建

物
附

属
設

備
年
～

年

構
築

物
年
～

年
機

械
及

装
置

８
年
～

年

車
両
及

運
搬

具
４

年
～

６
年

船
舶

５
年
～

年

工
具
器
具

及
備
品

２
年

～
年

（
）
無

形
固

定
資

産

・
減
価

償
却

の
方

法
定

額
法

に
よ

っ
て

い
る

。

重
要

な
リ

ー
ス

取
引

の
処

理
方

法

所
有

権
移

転
外

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス
・
リ

ー
ス

取
引

に
つ

い
て

は
，
通

常
の
賃

貸
借

取
引
に

係
る
方

法
に

準
じ

た
会

計
処

理
に

よ
っ

て
い

る
。

引
当

金
の

計
上

方
法

（
）

退
職
給

付
引

当
金

職
員

の
退

職
手

当
の

支
給

に
備

え
る

た
め

，
当
年

度
の
退

職
手

当
の

期
末

要
支

給
額
に

相
当
す

る
金

額
を

計
上

し
て

い
る

。

な
お

，
会

計
基

準
変

更
時

差
異

（
千
円

）
に

つ
い

て
は

，
平
成

年
度

か
ら

年
に

わ
た

り
均

等
額

を
分

割
計

上
し

て
い
る

。

（
）
賞

与
等

引
当

金

職
員

の
期

末
・
勤

勉
手

当
等

の
支

給
に

備
え

る
た
め

，
当

年
度

末
に

お
け

る
支

出
見

込

み
額
に

基
づ

き
，

当
年

度
の

負
担

に
属

す
る

額
（

月
か
ら

３
月
ま

で
の

４
ヵ

月
分

）

を
計
上

し
て

い
る

。

（
）
貸

倒
引

当
金

債
権

の
不

納
欠

損
に

備
え

る
た

め
，
貸

倒
実
績

率
等

に
よ

る
回

収
不

能
見

込
額

を
計
上

し
て
い

る
。

（
）

特
別
修

繕
引

当
金

会
計

基
準

改
正

前
に

計
上

さ
れ

て
い

た
修

繕
引

当
金

を
計

上
し

て
い

る
。

消
費

税
等

の
会

計
処

理

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

の
会

計
処

理
は

税
抜

き
方

式
に

よ
っ

て
い

る
。

Ⅱ
予

定
貸

借
対

照
表

等
に

関
す

る
注

記

企
業

債
の

償
還

に
係

る
他

会
計

の
負

担

貸
借

対
照

表
上

に
計

上
さ

れ
て

い
る

企
業

債
（

当
年

度
の

末
日

の
翌

日
か

ら
起

算
し

て

１
年
以

内
に

償
還

予
定

の
も

の
も

含
む

）
の

う
ち

，
一

般
会

計
が

負
担

す
る

と
見

込
ま

れ

る
額
は

千
円

で
あ

る
。

Ⅲ
セ

グ
メ

ン
ト

情
報

に
関

す
る

注
記

セ
グ

メ
ン

ト
の

概
要

神
戸

市
港

湾
事

業
で

は
，

港
湾

事
業

空
港

事
業

を
報

告
セ

グ
メ

ン
ト

と
し

て
い

る
。

な
お
，

各
報

告
セ

グ
メ

ン
ト

に
属

す
る

事
業

の
内

容
は

以
下

の
と

お
り

。

セ
グ
メ

ン
ト

区
分

事
業

の
内

容

港
湾
事

業
港

湾
の

管
理

・
整

備

空
港
事

業
空

港
事

業

報
告

セ
グ

メ
ン

ト
ご

と
の

営
業

収
益

等

（
単

位
：
千

円
）

港
湾

事
業

空
港

事
業

合
計

営
業
収

益

営
業
費

用

営
業
損

益
△

△

経
常
損

益

セ
グ
メ

ン
ト

資
産

セ
グ
メ

ン
ト

負
債

そ
の
他

の
項

目

特
別
損

益

減
価
償

却
費

有
形

固
定

資
産

及
び

無
形

固
定

資
産
の

増
減

額

△

※
千

円
未

満
の

端
数

処
理

の
た

め
，

金
額

の
合

計
が

一
致

し
な

い
こ

と
が

あ
る

。

Ⅳ
リ

ー
ス

契
約

に
よ

り
使

用
す

る
固

定
資

産
に

関
す

る
注

記

・
所
有

権
移

転
外

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

・
リ

ー
ス

取
引

に
係

る
未

経
過

リ
ー

ス
料

１
年
内

千
円

１
年

超
千

円
計

千
円
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港
湾
事
業
会

計
 

Ⅴ
そ

の
他

の
注

記

退
職

給
付
引

当
金

の
取

崩
し

当
年
度

に
お

い
て

，
退

職
手

当
と

し
て

千
円

を
支
出

す
る

た
め

，
退

職
給
付

引
当
金

千
円

を
使

用
す

る
。

賞
与

等
引

当
金

の
取

崩
し

当
年

度
に

お
い

て
，
賞

与
等

と
し

て
千
円
を

支
出

す
る

た
め

，
賞
与

等
引
当

金
千

円
を

使
用

す
る

。

特
別

修
繕

引
当

金
の

取
崩

し
 

当
年

度
に

お
い

て
，
港

湾
幹

線
道

路
改

修
等

工
事
と

し
て

千
円

を
支

出
す
る

た
め
，

特
別

修
繕

引
当

金
千

円
を

使
用
す

る
。
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港
湾
事
業
会

計
 

Ⅴ
そ

の
他

の
注

記

退
職

給
付
引

当
金

の
取

崩
し

当
年

度
に
お

い
て

，
退

職
手

当
と

し
て

千
円

を
支
出

す
る

た
め

，
退

職
給
付

引
当
金

千
円

を
使

用
す

る
。

賞
与

等
引

当
金

の
取

崩
し

当
年

度
に

お
い

て
，
賞

与
等

と
し

て
千
円
を

支
出

す
る

た
め

，
賞
与

等
引
当

金
千

円
を

使
用

す
る

。

特
別

修
繕

引
当

金
の

取
崩

し
 

当
年

度
に

お
い

て
，
港

湾
幹

線
道

路
改

修
等

工
事
と

し
て

千
円

を
支

出
す
る

た
め
，

特
別

修
繕

引
当

金
千

円
を

使
用
す

る
。

 

（
単

位
：

千
円

）
Ⅰ

１
(
1
)

6
0
4
,
1
8
6
 

(
2
)

2
6
,
3
9
8
 

(
3
)

2
,
9
6
4
,
8
8
9
 

(
4
)

8
,
9
1
5
 

(
5
)

1
,
1
1
4
 

(
6
)

1
,
0
8
3
,
6
9
4
 

(
7
)

2
5
3
,
3
7
2
 

(
8
)

5
8
,
2
9
5
 

(
9
)

8
,
5
9
4
,
3
5
0
 

(
1
0
)

3
1
6
,
8
8
8
 

(
1
1
)

4
6
3
 

(
1
2
)

7
5
5
,
0
6
9
 

1
4
,
6
6
7
,
6
3
3
 

２
(
1
)

3
,
1
9
1
,
5
0
4
 

(
2
)

2
,
0
1
9
,
0
5
0
 

(
3
)

4
6
3
 

(
4
)

1
,
4
3
1
,
4
2
1
 

(
5
)

1
,
2
4
2
,
9
0
1
 

(
6
)

1
1
,
7
0
6
,
9
1
6
 

(
7
)

5
0
0
 

(
8
)

3
,
2
9
8
,
1
3
9
 

2
2
,
8
9
0
,
8
9
4
 

△
 
8
,
2
2
3
,
2
6
1
 

３
(
1
)

1
0
,
7
9
6
 

(
2
)

1
,
4
8
2
,
5
5
8
 

(
3
)

2
,
3
9
2
,
5
0
0
 

(
4
)

1
,
6
5
8
 

(
5
)

6
,
3
6
1
,
8
4
6
 

(
6
)

2
2
2
,
4
0
7
 

1
0
,
4
7
1
,
7
6
5
 

４
(
1
)

2
,
3
5
2
,
7
5
0
 

(
2
)

5
0
0
 

2
,
3
5
3
,
2
5
0
 

8
,
1
1
8
,
5
1
5
 

△
 
1
0
4
,
7
4
6
 

支
払

利
息

及
企

業
債

取
扱

諸
費

港
湾

管
理

事
業

経
常

損
失

減
価

償
却

費

災
害

復
旧

費
資

産
減

耗
費

港
湾

管
理

事
業

営
業

損
失

長
期

前
受

金
戻

入
雑

収
益

営
業

外
費

用

雑
支

出

営
業

外
収

益
受

取
利

息
及

配
当

金
他

会
計

補
助

金

委
託

金
国

庫
補

助
金

業
務

費
振

興
費

受
託

工
事

費
施

設
保

繕
費

総
係

費

水
域

占
用

料
受

託
工

事
収

益
其

他
営

業
収

益

営
業

費
用

平
成

3
0
年

度
神

戸
市

港
湾

事
業

会
計

予
定

損
益

計
算

書

（
平

成
3
0
年

４
月

１
日

か
ら

平
成

3
1
年

３
月

3
1
日

ま
で

）

港
湾

管
理

事
業

営
業

収
益

岸
壁

使
用

料
物

揚
場

使
用

料
埠

頭
用

地
使

用
料

運
河

使
用

料
ド

ル
フ

ィ
ン

使
用

料
港

湾
幹

線
道

路
使

用
料

入
港

料
港

湾
環

境
整

備
負

担
金

賃
貸

料

　
　

　
　

　
港

湾
事

業
会

計



- 24 -

５
(
1
)

6
,
9
5
4
,
0
4
1
 

(
2
)

3
6
4
,
5
6
1
 

7
,
3
1
8
,
6
0
2
 

６
(
1
)

9
,
8
9
9
 

(
2
)

3
8
1
,
7
2
1
 

3
9
1
,
6
2
0
 

6
,
9
2
6
,
9
8
2
 

6
,
8
2
2
,
2
3
6
 

Ⅱ
１

(
1
)

1
,
7
7
2
,
5
6
8
 

(
2
)

1
0
,
1
2
8
 

(
3
)

1
0
1
,
5
8
8
 

(
4
)

2
0
5
,
0
8
1
 

2
,
0
8
9
,
3
6
5
 

２
(
1
)

1
,
0
2
1
,
6
5
7
 

(
2
)

5
0
4
,
0
8
0
 

(
3
)

1
,
0
6
7
,
3
2
2
 

(
4
)

5
0
0
 

(
5
)

5
0
6
,
4
8
1
 

3
,
1
0
0
,
0
4
0
 

△
 
1
,
0
1
0
,
6
7
5
 

３
(
1
)

1
0
0
 

(
2
)

3
6
4
,
0
0
0
 

(
3
)

2
2
4
,
1
1
2
 

(
4
)

7
3
,
6
7
6
 

6
6
1
,
8
8
8
 

４
(
1
)

1
1
7
,
7
5
7
 

(
2
)

5
0
0
 

1
1
8
,
2
5
7
 

5
4
3
,
6
3
1
 

△
 
4
6
7
,
0
4
4
 

５
(
1
)

3
6
,
7
4
7
 

3
6
,
7
4
7
 

６
(
1
)

4
5
 

(
2
)

4
2
8
,
1
3
9
 

4
2
8
,
1
8
4
 

△
 
3
9
1
,
4
3
7
 

△
 
8
5
8
,
4
8
1
 

固
定

資
産

売
却

損

当
年

度
港

湾
施

設
運

営
事

業
純

損
失

支
払

利
息

及
企

業
債

取
扱

諸
費

固
定

資
産

売
却

益

固
定

資
産

売
却

損

国
庫

補
助

金

特
別

利
益

港
湾

施
設

運
営

事
業

営
業

損
失

営
業

外
収

益

災
害

復
旧

費

長
期

前
受

金
戻

入

特
別

損
失

そ
の

他
特

別
損

失

雑
収

益

営
業

外
費

用

そ
の

他
特

別
利

益

雑
支

出

業
務

費

港
湾

施
設

運
営

事
業

経
常

損
失

受
取

利
息

及
配

当
金

特
別

利
益

総
係

費
減

価
償

却
費

そ
の

他
特

別
利

益

特
別

損
失

当
年

度
港

湾
管

理
事

業
純

利
益

港
湾

施
設

運
営

事
業

営
業

収
益

そ
の

他
特

別
損

失

上
屋

使
用

料
荷

役
機

械
使

用
料

給
水

料
其

他
営

業
収

益

営
業

費
用

資
産

減
耗

費

　
　

　
　

　
港

湾
事

業
会

計
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Ⅲ
１

(
1
)

4
4
5
,
0
0
0
 

4
4
5
,
0
0
0
 

２
(
1
)

4
1
7
,
7
8
2
 

4
1
7
,
7
8
2
 

2
7
,
2
1
8
 

３
(
1
)

4
6
,
0
0
0
 

(
2
)

1
9
0
,
0
0
0
 

2
3
6
,
0
0
0
 

４
(
2
)

1
8
6
,
2
1
8
 

1
8
6
,
2
1
8
 

4
9
,
7
8
2
 

7
7
,
0
0
0
 

Ⅳ
2
0
,
0
0
0
 

2
0
,
0
0
0
 

△
 
2
0
,
0
0
0
 

6
,
0
2
0
,
7
5
5
 

7
9
0
 

6
,
0
2
1
,
5
4
5
 

予
備

費

当
年

度
純

利
益

前
年

度
繰

越
利

益
剰

余
金

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金

空
港

事
業

営
業

収
益

減
価

償
却

費

空
港

事
業

営
業

利
益

営
業

外
収

益

運
営

権
対

価

営
業

費
用

支
払

利
息

及
企

業
債

取
扱

諸
費

当
年

度
空

港
事

業
純

利
益

他
会

計
補

助
金

長
期

前
受

金
戻

入

営
業

外
費

用

　
　

　
　

　
港

湾
事

業
会

計
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（
単

位
：

千
円

）

１
　

固
　

定
　

資
　

産
(
1
)

2
5
9
,
0
2
1
,
8
0
7
 

5
9
,
1
0
4
,
6
8
4
 

　
　

減
価

償
却

累
計

額
△
 
2
7
,
4
4
3
,
0
7
2
 

3
1
,
6
6
1
,
6
1
2
 

8
,
0
4
6
,
4
2
1
 

　
　

減
価

償
却

累
計

額
△
 
6
,
4
6
6
,
1
5
9
 

1
,
5
8
0
,
2
6
2
 

5
4
5
,
0
5
5
,
3
0
1
 

　
　

減
価

償
却

累
計

額
△
 
2
4
3
,
8
0
5
,
3
3
9
 

3
0
1
,
2
4
9
,
9
6
2
 

1
9
,
2
9
8
,
8
9
1
 

　
　

減
価

償
却

累
計

額
△
 
1
3
,
3
2
3
,
7
1
3
 

5
,
9
7
5
,
1
7
8
 

6
9
,
4
9
2
 

　
　

減
価

償
却

累
計

額
△
 
6
4
,
9
3
4
 

4
,
5
5
8
 

7
8
1
,
4
8
3
 

　
　

減
価

償
却

累
計

額
△
 
6
1
1
,
8
6
0
 

1
6
9
,
6
2
3
 

3
,
7
8
5
,
6
6
1
 

　
　

減
価

償
却

累
計

額
△
 
2
,
9
9
6
,
2
5
5
 

7
8
9
,
4
0
6
 

3
2
8
,
2
6
8
,
7
2
5
 

9
2
8
,
7
2
1
,
1
3
3
 

(
2
)

5
8
,
2
9
5
,
3
4
4
 

1
,
7
1
5
 

1
4
5
,
2
5
7
 

5
8
,
4
4
2
,
3
1
6
 

(
3
)

3
7
,
6
6
2
,
1
3
0
 

7
1
0
,
8
0
0
 

1
3
,
8
1
2
,
9
5
8
 

1
9
,
7
2
3
,
5
2
1
 

4
7
0
,
3
5
5
 

△
 
4
7
0
,
3
5
5
 

9
,
4
3
5
 

7
1
,
9
1
8
,
8
4
4
 

1
,
0
5
9
,
0
8
2
,
2
9
3
 

へ
そ

の
他

の
投

資
投

資
そ

の
他

の
資

産
合

計
固

定
資

産
合

計

ロ
出

資
金

ハ
長

期
貸

付
金

ニ
基

金
ホ

破
産

更
生

債
権

等
貸

倒
引

当
金

無
形

固
定

資
産

イ ロ
施

設
利

用
権

電
話

加
入

権

無
形

固
定

資
産

合
計

投
資

そ
の

他
の

資
産

イ
投

資
有

価
証

券

そ
の

他
無

形
固

定
資

産
ハ

平
成

3
0
年

度
神

戸
市

港
湾

事
業

会
計

予
定

貸
借
対

照
表

（
平

成
3
1
年

３
月

3
1
日

）

資
　

産
　

の
　

部

有
形

固
定

資
産

イ
土

地
ロ

建
物

ハ
建

物
附

属
設

備

リ
建

設
仮

勘
定

有
形

固
定

資
産

合
計

ニ
構

築
物

ホ
機

械
及

装
置

ヘ
車

両
及

運
搬

具

ト
船

舶

チ
工

具
器

具
及

備
品

　
　

　
　

　
港

湾
事

業
会

計
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２
　

流
　

動
　
資

　
産

(
1
)

2
6
,
5
4
4
,
1
0
5
 

(
2
)

3
,
8
7
3
,
4
7
4
 

△
 
1
6
1
,
6
5
5
 

3
,
7
1
1
,
8
1
9
 

(
3
)

6
0
2
,
3
5
7
 

3
0
,
8
5
8
,
2
8
1
 

1
,
0
8
9
,
9
4
0
,
5
7
4
 

３
　

固
　

定
　

負
　

債
(
1
)

2
0
1
,
4
6
2
,
7
3
5
 

1
,
2
4
6
,
0
0
0
 

2
0
2
,
7
0
8
,
7
3
5
 

(
2
)

2
6
,
1
0
8
,
4
9
6
 

(
3
)

6
4
6
,
3
1
0
 

2
,
4
4
6
,
3
6
2
 

3
,
0
9
2
,
6
7
2
 

(
4
)

1
,
7
5
4
,
6
7
2
 

2
3
3
,
6
6
4
,
5
7
5
 

４
　

流
　

動
　

負
　

債
(
1
)
 

1
2
,
0
1
9
,
5
6
7
 

(
2
)

1
,
2
1
1
,
3
1
2
 

(
3
)
 

7
,
5
5
1
,
9
5
9
 

(
4
)

1
,
5
6
6
,
7
5
7
 

(
5
)
 

2
8
1
,
1
3
8
 

2
2
,
6
3
0
,
7
3
3
 

５
　

繰
　

延
　

収
　

益
4
5
5
,
4
1
2
,
3
2
6
 

△
 
1
7
4
,
4
6
8
,
8
6
6
 

2
8
0
,
9
4
3
,
4
6
0
 

5
3
7
,
2
3
8
,
7
6
8
 

賞
与

等
引

当
金

流
動

負
債

合
計

繰
延

収
益

合
計

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額

負
債

合
計

引
当

金
合

計
そ

の
他

固
定

負
債

固
定

負
債

合
計

企
業

債

イ
建

設
改

良
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債

他
会

計
借

入
金

未
払

金
預

り
金

負
　

債
　

の
　

部

企
業

債

ロ
そ

の
他

の
企

業
債

他
会

計
借

入
金

引
当

金
イ

退
職

給
付

引
当

金
ロ

特
別

修
繕

引
当

金

企
業

債
合

計

イ
建

設
改

良
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債

現
金

預
金

未
収

金
貸

倒
引

当
金

流
動

資
産

合
計

資
産

合
計

短
期

貸
付

金

　
　

　
　

　
港

湾
事

業
会

計
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６
　

資
　

本
　
金

1
9
4
,
1
6
6
,
9
8
3
 

７
　

剰
　

余
　

金
(
1
)
 

2
,
6
6
8
,
5
6
6
 

2
9
,
6
1
4
,
3
3
4
 

8
3
,
6
3
3
,
1
8
5
 

1
0
,
3
9
7
,
8
1
8
 

4
,
7
2
1
,
5
9
0
 

2
0
9
,
0
2
9
,
7
8
5
 

3
4
0
,
0
6
5
,
2
7
8
 

(
2
)
 

1
2
,
4
4
8
,
0
0
0
 

6
,
0
2
1
,
5
4
5
 

1
8
,
4
6
9
,
5
4
5
 

3
5
8
,
5
3
4
,
8
2
3
 

5
5
2
,
7
0
1
,
8
0
6
 

1
,
0
8
9
,
9
4
0
,
5
7
4
 

利
益

剰
余

金
合

計
剰

余
金

合
計

資
本

合
計

負
債

資
本

合
計

へ
そ

の
他

資
本

剰
余

金
資

本
剰

余
金

合
計

利
益

剰
余

金

ロ
当

年
度

未
処

分
利

益
剰

余
金

イ
減

債
積

立
金

イ
再

評
価

積
立

金
ロ

国
庫

補
助

金
ハ

受
贈

財
産

評
価

額
ニ

工
事

負
担

金
ホ

他
会

計
補

助
金

資
　

本
　

の
　

部

資
本

剰
余

金

　
　

　
　

　
港

湾
事

業
会

計
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港
湾
事
業
会

計
 

注
記

 
 

Ⅰ
重

要
な

会
計

方
針

に
係

る
事

項
に

関
す

る
注

記

有
価

証
券

の
評

価
基

準
及

び
評

価
方

法

移
動

平
均

法
に

よ
る

原
価

法
に

よ
っ

て
い

る
。

固
定

資
産

の
減

価
償

却
の

方
法

（
）
有

形
固

定
資

産

・
減
価

償
却

の
方

法
定

額
法

に
よ

っ
て

い
る

。

・
主
な

耐
用

年
数

建
物

年
～

年
建

物
附

属
設

備
年
～

年

構
築

物
年
～

年
機

械
及

装
置

８
年
～

年

車
両
及

運
搬

具
４

年
～

６
年

船
舶

５
年
～

年

工
具
器
具

及
備
品

２
年

～
年

（
）
無

形
固

定
資

産

・
減
価

償
却

の
方

法
定

額
法

に
よ

っ
て

い
る

。

重
要

な
リ

ー
ス

取
引

の
処

理
方

法

所
有

権
移

転
外

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス
・
リ

ー
ス

取
引

に
つ

い
て

は
，
通

常
の
賃

貸
借

取
引
に

係
る
方

法
に

準
じ

た
会

計
処

理
に

よ
っ

て
い

る
。

引
当

金
の

計
上

方
法

（
）

退
職
給

付
引

当
金

職
員

の
退

職
手

当
の

支
給

に
備

え
る

た
め

，
当
年

度
の
退

職
手

当
の

期
末

要
支

給
額
に

相
当
す

る
金

額
を

計
上

し
て

い
る

。

な
お

，
会

計
基

準
変

更
時

差
異

（
千
円

）
に

つ
い

て
は

，
平
成

年
度

か
ら

年
に

わ
た

り
均

等
額

を
分

割
計

上
し

て
い
る

。

（
）
賞

与
等

引
当

金

職
員

の
期

末
・
勤

勉
手

当
等

の
支

給
に

備
え

る
た
め

，
当

年
度

末
に

お
け

る
支

出
見

込

み
額
に

基
づ

き
，

当
年

度
の

負
担

に
属

す
る

額
（

月
か
ら

３
月
ま

で
の

４
ヵ

月
分

）

を
計
上

し
て

い
る

。

（
）
貸

倒
引

当
金

債
権

の
不

納
欠

損
に

備
え

る
た

め
，
貸

倒
実
績

率
等

に
よ

る
回

収
不

能
見

込
額

を
計
上

し
て
い

る
。

（
）

特
別
修

繕
引

当
金

会
計

基
準

改
正

前
に

計
上

さ
れ

て
い

た
修

繕
引

当
金

を
計

上
し

て
い

る
。

消
費

税
等

の
会

計
処

理

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

の
会

計
処

理
は

税
抜

き
方

式
に

よ
っ

て
い

る
。

Ⅱ
予

定
貸

借
対

照
表

等
に

関
す

る
注

記

企
業

債
の

償
還

に
係

る
他

会
計

の
負

担

貸
借

対
照

表
上

に
計

上
さ

れ
て

い
る

企
業

債
（

当
年

度
の

末
日

の
翌

日
か

ら
起

算
し

て

１
年
以

内
に

償
還

予
定

の
も

の
も

含
む

）
の

う
ち

，
一

般
会

計
が

負
担

す
る

と
見

込
ま

れ

る
額
は

千
円

で
あ

る
。

Ⅲ
セ

グ
メ

ン
ト

情
報

に
関

す
る

注
記

セ
グ

メ
ン

ト
の

概
要

神
戸

市
港

湾
事

業
で

は
，

港
湾

事
業

空
港

事
業

を
報

告
セ

グ
メ

ン
ト

と
し

て
い

る
。

な
お
，

各
報

告
セ

グ
メ

ン
ト

に
属

す
る

事
業

の
内

容
は

以
下

の
と

お
り

。

セ
グ
メ

ン
ト

区
分

事
業

の
内

容

港
湾
事

業
港

湾
の

管
理

・
整

備

空
港
事

業
空

港
事

業

報
告

セ
グ

メ
ン

ト
ご

と
の

営
業

収
益

等

（
単

位
：
千

円
）

港
湾

事
業

空
港

事
業

合
計

営
業
収

益

営
業
費

用

営
業
損

益
△

△

経
常
損

益
△

△

セ
グ
メ

ン
ト

資
産

セ
グ
メ

ン
ト

負
債

そ
の
他

の
項

目

特
別
損

益

減
価
償

却
費

有
形

固
定

資
産

及
び

無
形

固
定

資
産
の

増
減

額

△

※
千

円
未

満
の

端
数

処
理

の
た

め
，

金
額

の
合

計
が

一
致

し
な

い
こ

と
が

あ
る

。

Ⅳ
リ

ー
ス

契
約

に
よ

り
使

用
す

る
固

定
資

産
に

関
す

る
注

記

・
所
有

権
移

転
外

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

・
リ

ー
ス

取
引

に
係

る
未

経
過

リ
ー

ス
料

１
年
内

千
円

１
年

超
千

円
計

千
円
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港
湾
事
業
会

計
 

Ⅴ
そ

の
他

の
注

記

退
職

給
付
引

当
金

の
取

崩
し

当
年
度

に
お

い
て

，
退

職
手

当
と

し
て

千
円

を
支
出

す
る

た
め

，
退

職
給
付

引
当
金

千
円

を
使

用
す

る
。

賞
与

等
引

当
金

の
取

崩
し

当
年

度
に

お
い

て
，
賞

与
等

と
し

て
千
円
を

支
出

す
る

た
め

，
賞
与

等
引
当

金
千

円
を

使
用

す
る

。

特
別

修
繕

引
当

金
の

取
崩

し
 

当
年

度
に

お
い

て
，
港

湾
幹

線
道

路
改

修
等

工
事
と

し
て

千
円

を
支

出
す
る

た
め
，

特
別

修
繕

引
当

金
千

円
を

使
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Ⅲ 平成 31年度神戸市一般会計予算 

（みなと総局所管分） 
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予算第１号議案

１　歳入歳出予算一覧

（単位：千円）

17 使 用 料 及 手 数 料 5,927

1 使 用 料 5,927

18 国 庫 支 出 金 417,000

2 補 助 金 417,000

24 諸 収 入 80

7 雑 入 80

25 市 債 4,691,600

1 市 債 4,691,600

5,114,607

（単位：千円）

9 土 木 費 5,512,849

7 海 岸 保 全 費 5,512,849

5,512,849歳 出 合 計

歳 入 合 計

歳 出

款 項 金 額

平成31年度神戸市一般会計予算（みなと総局所管分）

歳 入

款 項 金 額
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２　歳入予算の説明

（単位：千円）

31 年 度 30 年 度 比 較 説 明

5,927 5,927 - 

5,927 5,927 - 

5,927 5,927 - 

海 岸 5,927 5,927 - 海岸占用料

417,000 508,085 △91,085

417,000 508,085 △91,085

417,000 508,085 △91,085

海 岸 保 全 費 補 助 417,000 508,085 △91,085 (津波対策・老朽化対策)補助率1/2

80 - 80

80 - 80

80 - 80

み な と 総 局 過 料 80 - 80 須磨海岸喫煙過料

4,691,600 926,000 3,765,600 起債承認見込額

4,691,600 926,000 3,765,600

1,130,000 926,000 204,000

海岸保全事業公債 1,130,000 926,000 204,000

3,561,600 - 3,561,600

海岸施設災害復旧
事 業 公 債

3,561,600 - 3,561,600

5,114,607 1,440,012 3,674,595

24

2 延滞金加算金及過料

5

18 国 庫 支 出 金

2 補 助 金

7 土 木 費 補 助

1

使 用 料

8 土 木 使 用 料

5

合 計

1 市 債

4 土 木 債

4

11 災 害 復 旧 債

1

款 項 目 節

25 市 債

諸 収 入

7 雑 入

17 使 用 料 及 手 数 料

1
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３　歳出予算の説明

（単位：千円）

国県支出金 市 債 そ の 他

5,512,849 1,870,505 3,642,344 417,000 4,691,600 6,007 398,242

5,512,849 1,870,505 3,642,344 417,000 4,691,600 6,007 398,242

職 員 費 204,442 178,265 26,177 - - - 204,442

事 業 費 5,308,407 1,692,240 3,616,167 417,000 4,691,600 6,007 193,800

5,512,849 1,870,505 3,642,344 417,000 4,691,600 6,007 398,242

（１）土木費 5,512,849 千円

①職員費 204,442 千円

・職員の給料，職員手当など 204,442 千円

②事業費 5,308,407 千円

・高潮・津波対策 4,807,400 千円

　海岸保全施設の高潮・津波対策実施

・海岸保全施設の老朽化対策 274,860 千円

　海岸保全施設の老朽化対策，維持管理，改良など

・高潮防災対策 226,147 千円

　台風による高潮対策，海岸保全施設の補修など

30 年 度31 年 度

本 年 度 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

比 較

合 計

款 項 目

7 海 岸 保 全 費

9 土 木 費

1

2





 

 

 

 

 

Ⅳ 平成 31年度神戸市新都市整備事業会計予算 
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予算第 号議案

平成 年度神戸市新都市整備事業会計予算

（総則）

第１条 平成 年度神戸市新都市整備事業会計の予算は，次に定めるところ

による。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は，次のとおりとする。

土地売却量 平方メートル

ポートアイランド（第２期） 平方メートル

ポートアイランド沖 平方メートル

西神住宅団地 平方メートル

西神住宅第２団地 平方メートル

神戸複合産業団地 平方メートル

完成団地 平方メートル

建設改良事業の概要は，「第１表 建設改良事業概要」のとおりとする。

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

収 入

第１款 新都市整備事業収益 千円

第１項 営 業 収 益 千円

第２項 営 業 外 収 益 千円

第３項 特 別 利 益 千円

支 出

第１款 新都市整備事業費 千円

第１項 営 業 費 用 千円

第２項 営 業 外 費 用 千円

第３項 特 別 損 失 千円

第４項 予 備 費 千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入

額が資本的支出額に対し不足する額 千円は，損益勘定留保資金

等で補てんするものとする。）。
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収 入

第１款 資本的収入 千円

第１項 企 業 債 千円

第２項 財 産 収 入 千円

第３項 受託工事収入 千円

第４項 国 庫 支 出 金 千円

第５項 雑 収 入 千円

支 出

第１款 資本的支出 千円

第１項 建 設 改 良 費 千円

第２項 投 資 千円

第３項 企業債償還金 千円

第４項 予 備 費 千円

（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のと

おりと定める。

事 項 期 間 限 度 額

西神中央文化・芸術ホール等整備事業（平成 年度） 平成 ～ 年度 千円

かりばプラザリニューアル事業（平成 年度） 平成 ～ 年度 千円

（企業債）

第６条 起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のと

おりと定める。

起債の目的

及び限度額
土地造成事業 千円

起債の方法 公債証券の発行又は消費貸借の方法により，借り入れる（他の地方公共団体との共同発行

を含む。）。

利 率 ９％以内（ただし 利率見直し方式で借り入れる資金について 利率の見直しを行った後に

おいては 当該見直し後の利率）

償還の方法 借入日の翌日から据置期間を含め， 年以内に毎年度元利均等その他の方法により償還す

る。ただし，財政上の都合等により定額以上を償還し，又は借り換えることができる。政

府資金を借り入れる場合は その融資条件による。
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（一時借入金）

第７条 一時借入金の限度額は， 千円と定める。

（重要な資産の処分）

第８条 重要な資産の処分は，第２条に含むものとする。

平成 年２月 日提出

神戸市長 久 元 喜 造
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第 １ 表 建 設 改 良 事 業 概 要

事 業 名 当年度予定額 事 業 概 要

千円

土 地 造 成 事 業 ポートアイランド（第２期）事業

ポートアイランド沖事業

六甲アイランド事業

西神住宅団地事業

西神住宅第２団地事業

神戸研究学園都市事業

ひよどり台第２期住宅団地事業

押部谷第２団地事業

神戸複合産業団地事業

神戸流通業務団地事業

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

関 連 事 業 建設改良部門職員の給料，職員手当等

建設利息

宅地関連公共施設等整備

土地購入

その他雑支出

千円

千円

千円

千円

千円

完 成 土 地 整 備 完成団地の整備 千円

合 計
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（
予
算
第
１
６
号
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益
的
収

入
及

び
支

出

予
　
定
　
額

備
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
考

千
円

１
新
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市

整
備

事
業

収
益
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,
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3
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0
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１
営

業
収
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8
4
3
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土

地
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収
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成
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の
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却
収
益

２
其

他
営
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収
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地
の
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運
営
費
等
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入
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営

業
外

収
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9
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0
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１
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取
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息
及
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当
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7
1
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0
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受
取
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息
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収
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1
3
8
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0
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0
 
貸
地

料
等

３
特
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利
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1
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そ
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0
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の
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当
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0
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産
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償
却
費

６
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費
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0
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２
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費
用

6
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0
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払
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費
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0
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損
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損
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備
費
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給
与
費
内
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員
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(
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資
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,
5
8
9
,
0
0
0
 

１
企

業
債

4
0
0
,
0
0
0
 

１
企

業
債

4
0
0
,
0
0
0
 
建

設
改
良
費
に
充
当
す
る
企
業
債

２
財

産
収

入
1
,
0
0
0
 

１
財

産
売

却
代

1
,
0
0
0
 
固

定
資
産
売
却
代

３
受

託
工

事
収

入
6
2
1
,
0
0
0
 

１
受

託
工

事
収

入
6
2
1
,
0
0
0
 
建

設
改
良
費
に
充
当
す
る
受
託
工
事
収
入

４
国

庫
支

出
金

1
,
0
0
0
 

１
国

庫
補

助
金

1
,
0
0
0
 
建

設
改
良
費
に
充
当
す
る
国
庫
補
助
金

５
雑

収
入

4
,
5
6
6
,
0
0
0
 

１
貸

付
金

返
還

金
1
,
0
1
6
,
0
0
0
 
空

港
事
業
へ
の
貸
付
金
等
の
返
還
金

２
雑

入
3
,
5
5
0
,
0
0
0
 
貸
地
料
及
び
残
土
受
入
収
入
等

予
　
定
　
額

備
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
考

千
円

１
資

本
的

支
出

2
8
,
4
2
7
,
0
0
0
 

1
建

設
改

良
費

8
,
0
9
2
,
0
0
0
 

1
土

地
造

成
事

業
費

6
,
0
6
4
,
0
0
0
 
ポ

ー
ト
ア
イ
ラ
ン
ド
（
第
２
期
）
，
ポ
ー
ト
ア
イ
ラ
ン
ド
沖
，

西
神
住
宅
団
地
，
神
戸
複
合
産
業
団
地
等
事
業
費

２
関

連
事

業
費

9
8
2
,
0
0
0
 
職
員
の
給
料
，
建
設
利
息
及
び
宅
地
関
連
公
共
施
設
等
整
備
費
等

３
完

成
土

地
整

備
費

1
,
0
4
6
,
0
0
0
 
完
成
団
地
整
備
費

２
投

資
1
,
5
5
3
,
0
0
0
 

１
長

期
貸

付
金

1
,
5
0
0
,
0
0
0
 
株
式
会
社
Ｏ
Ｍ
こ
う
べ
に
対
す
る
貸
付
金

２
そ

の
他

投
資

5
3
,
0
0
0
 
保

証
金
の
供
託

３
企

業
債

償
還

金
1
8
,
6
8
2
,
0
0
0
 

１
企

業
債

償
還

金
1
8
,
6
8
2
,
0
0
0
 
企

業
債
元
金
償
還
金

４
予

備
費

1
0
0
,
0
0
0
 

１
予

備
費

1
0
0
,
0
0
0
 

給
与
費

内
訳

職
員
数

5
7
人

(
短
時
間
勤
務
職
員
6
人
を
含

む
)
の
給
料
2
2
0
,
3
7
7
千
円
，
手
当
等

2
1
3
,
9
5
2
千
円
，

法
定
福
利
費
8
4
,
6
7
1
千
円
を
計
上

収
　
　
　
　
　
入

款
項

目

支
　
　
　
　
　
出

款
項

目

　
　

　
　

　
新

都
市

整
備

事
業

会
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（
単
位
：
千
円
）

１
　
業
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

２
　
投
資
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

当
年
度
純
利
益

1
,
0
4
1
,
5
2
3
 

有
形
固
定
資
産
の
売
却
に
よ
る
収
入

1
,
0
0
0
 

減
価
償
却
費

2
5
,
0
0
0
 

一
般
貸
付
金
返
還
に
よ
る
収
入

3
3
,
0
0
0
 

資
産
減
耗
費

1
,
0
0
0
 

長
期
一
般
貸
付
金
貸
付
に
よ
る
支
出

△
 
1
,
5
0
0
,
0
0
0
 

退
職
給
付
引
当
金
の
増
減
額

△
 
5
0
,
6
0
5
 

他
会
計
貸
付
金
返
還
に
よ
る
収
入

9
8
3
,
0
0
0
 

賞
与
等
引
当
金
の
増
減
額

△
 
5
,
8
0
7
 

そ
の
他
投
資
に
よ
る
支
出

△
 
5
3
,
0
0
0
 

受
取
利
息
及
配
当
金

△
 
7
1
,
0
0
0
 

国
庫
補
助
金
に
よ
る
収
入

1
,
0
0
0
 

支
払
利
息
及
企
業
債
取
扱
諸
費

5
2
3
,
0
0
0
 

投
資
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

△
 
5
3
5
,
0
0
0
 

そ
の
他
特
別
損
失

1
,
0
0
0
 

未
収
金
・
破
産
更
生
債
権
等
の
増
減
額

1
,
8
2
6
,
9
8
1
 

３
　
財
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

未
払
金
の
増
減
額

△
 
1
,
0
9
4
,
1
7
1
 

一
時
借
入
金
収
入

2
0
,
0
0
0
,
0
0
0
 

完
成
土
地
の
増
減
額

3
5
7
,
3
5
5
 

一
時
借
入
金
返
済

△
 
2
0
,
0
0
0
,
0
0
0
 

未
成
土
地
の
増
減
額

1
1
,
6
9
8
,
3
1
1
 

建
設
改
良
費
等
の
財
源
に
充
て
る
企
業
債
収
入

4
0
0
,
0
0
0
 

調
整
勘
定
の
増
減
額

△
 
3
,
1
7
2
,
8
4
7
 

建
設
改
良
費
等
の
財
源
に
充
て
た
企
業
債
償
還

△
 
1
8
,
6
8
2
,
0
0
0
 

小
計

1
1
,
0
7
9
,
7
4
0
 

財
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

△
 
1
8
,
2
8
2
,
0
0
0
 

利
息
及
び
配
当
金
の
受
取
額

7
1
,
0
0
0
 

利
息
の
支
払
額

△
 
5
2
3
,
0
0
0
 

資
金
減
少
額

△
 
8
,
1
8
9
,
2
6
0
 

業
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

1
0
,
6
2
7
,
7
4
0
 

資
金
期
首
残
高

1
0
3
,
3
1
2
,
6
1
2
 

資
金
期
末
残
高

9
5
,
1
2
3
,
3
5
2
 

平
成

3
1
年

度
神

戸
市

新
都

市
整

備
事

業
会

計
予

定
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

計
算

書
（

平
成

3
1
年

４
月

１
日

か
ら

平
成

3
2
年

３
月

3
1
日

ま
で

）

　
　

　
新

都
市

整
備

事
業

会
計
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（
単
位
：
千
円
）

１
　
固
　
定
　
資
　
産

(
1
)

6
,
7
0
4
,
1
9
1
 

7
4
5
 

　
　
減
価
償
却
累
計
額

△
 
3
8
7
 

3
5
8
 

6
,
7
0
4
,
5
4
9
 

(
2
)

1
,
7
9
5
 

8
,
4
0
7
 

1
0
,
2
0
2
 

(
3
)

1
3
,
8
6
7
,
4
1
4
 

9
,
1
0
0
 

3
,
0
7
1
,
0
0
0
 

2
5
,
1
9
8
,
1
9
0
 

5
5
0
,
5
6
2
 

△
 
5
5
0
,
5
6
2
 

1
1
4
,
1
3
7
 

4
2
,
2
5
9
,
8
4
1
 

4
8
,
9
7
4
,
5
9
2
 

２
　
土
　
地
　
造
　
成
　
勘
　
定

(
1
)

8
6
6
,
3
4
4
 

(
2
)

1
6
7
,
7
1
6
,
5
3
5
 

1
6
8
,
5
8
2
,
8
7
9
 

３
　
流
　
動
　
資
　
産

(
1
)

9
5
,
1
2
3
,
3
5
2
 

(
2
)

1
,
2
7
3
,
3
4
4
 

△
 
6
7
,
0
6
1
 

1
,
2
0
6
,
2
8
3
 

(
3
)
　

3
3
,
0
0
0
 

(
4
)

2
0
0
,
9
0
3
 

9
6
,
5
6
3
,
5
3
8
 

3
1
4
,
1
2
1
,
0
0
9
 

出
資

金

長
期

他
会

計
貸

付
金

無
形

固
定

資
産

合
計

ホ

そ
の

他
投

資

ハ
長

期
一

般
貸

付
金

ニ

貸
倒

引
当

金

有
形

固
定

資
産

無
形

固
定

資
産

イイ ロ

そ
の

他
無

形
固

定
資

産

土
地

ロ
電

話
加

入
権

現
金

預
金

貸
倒

引
当

金
未

収
金

未
成

土
地

投
資

そ
の

他
の

資
産

完
成

土
地

破
産

更
生

債
権

等

投
資

そ
の

他
の

資
産

合
計

ヘ

平
成
3
1
年
度
神
戸
市
新
都
市
整
備
事
業
会
計
予
定
貸
借
対
照
表

（
平
成
3
2
年
３
月
3
1
日
）

資
　
産
　
の
　
部

短
期

他
会

計
貸

付
金

土
地

造
成

勘
定

合
計

資
産

合
計

有
形

固
定

資
産

合
計

備
品

投
資

有
価

証
券

短
期

一
般

貸
付

金

イ ロ

固
定

資
産

合
計

流
動

資
産

合
計

　
　
　
新
都
市
整
備
事
業
会
計
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４
　
固
　
定
　
負
　
債

(
1
)

8
7
,
9
3
7
,
0
0
0
 

(
2
)

6
3
,
4
6
7
,
0
0
0
 

(
3
)

5
1
3
,
4
9
6
 

1
5
1
,
9
1
7
,
4
9
6
 

５
　
流
　
動
　
負
　
債

(
1
)
 

1
2
,
3
3
7
,
0
0
0
 

(
2
)
 

6
,
0
9
4
,
5
5
8
 

(
3
)
 

4
8
8
,
9
0
2
 

(
4
)

2
,
2
5
3
,
8
0
9
 

(
5
)
 

6
4
,
8
6
7
 

2
1
,
2
3
9
,
1
3
6
 

1
7
3
,
1
5
6
,
6
3
2
 

６
　
資
　
本
　
金

7
0
,
4
6
4
,
0
0
0
 

７
　
剰
　
余
　
金

(
1
)
 

8
3
4
,
0
0
0
 

1
4
8
,
5
7
3
 

1
3
,
1
2
3
,
2
4
9
 

3
,
1
5
3
,
4
2
7
 

3
8
,
4
1
5
,
2
0
7
 

5
5
,
6
7
4
,
4
5
6
 

(
2
)
 

4
,
9
3
0
,
0
0
0
 

8
,
8
5
4
,
0
0
0
 

1
,
0
4
1
,
9
2
1
 

1
4
,
8
2
5
,
9
2
1
 

7
0
,
5
0
0
,
3
7
7
 

1
4
0
,
9
6
4
,
3
7
7
 

3
1
4
,
1
2
1
,
0
0
9
 

利
益

剰
余

金
合

計

負
債

合
計

建
設

改
良

等
の

財
源

に
充

て
る

た
め

の
企

業
債

企
業

債

イ

資
本

合
計

負
　
債
　
の
　
部

資
本

剰
余

金

国
庫

補
助

金

イ
建

設
改

良
積

立
金

剰
余

金
合

計

負
債

資
本

合
計

ロ ロ

資
本

剰
余

金
合

計

ハ

利
益

剰
余

金

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金

預
り

金

未
払

金

ニ

減
債

積
立

金

ハ
寄

付
金

流
動

負
債

合
計

建
設

改
良

等
の

財
源

に
充

て
る

た
め

の
企

業
債

ホ

受
贈

財
産

評
価

額

イ

賞
与

等
引

当
金

イ

資
　
本
　
の
　
部

そ
の

他
資

本
剰

余
金

企
業

債

前
受

金

調
整

勘
定

企
業

債
減

額
差

金

退
職

給
付

引
当

金
固

定
負

債
合

計

　
　
　
新
都
市
整
備
事
業
会
計
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新
都
市
整
備

事
業

会
計

 

注
記

 
 

Ⅰ
重

要
な

会
計

方
針

に
係

る
事

項
に

関
す

る
注

記

資
産

の
評

価
基

準
及

び
評

価
方

法

（
）
有

価
証

券

移
動

平
均

法
に

よ
る

原
価

法
に

よ
っ

て
い

る
。

（
）
完

成
土

地
及

び
未

成
土

地

個
別

法
に

よ
る

原
価

法
（

貸
借

対
照

表
価

額
は

収
益

性
の

低
下

に
基

づ
く

簿
価

切
下

げ
の
方

法
に

よ
る

算
定

）
に

よ
っ

て
い

る
。

固
定

資
産

の
減

価
償

却
の

方
法

（
）
有

形
固

定
資

産

・
減
価

償
却

の
方

法
定

額
法

に
よ

っ
て

い
る

。

（
）
無

形
固

定
資

産

・
減
価

償
却

の
方

法
定

額
法

に
よ

っ
て

い
る

。

引
当

金
の

計
上

方
法

（
）

退
職
給

付
引

当
金

職
員

の
退

職
手

当
の

支
給

に
備

え
る

た
め

，
当

年
度

の
退

職
手

当
の

期
末

要
支

給

額
に
相

当
す

る
金

額
を

計
上

し
て

い
る

。

（
）
賞

与
等

引
当

金

職
員

の
期

末
・

勤
勉

手
当

等
の

支
給

に
備

え
る

た
め

，
当

年
度

末
に

お
け

る
支

出
見

込
み
額

に
基

づ
き

，
当

年
度

の
負

担
に

属
す

る
額
（

月
か

ら
３

月
ま

で
の

４
ヵ

月
分
）

を
計
上

し
て

い
る

。

（
）
貸

倒
引

当
金

債
権

の
不

納
欠

損
に

備
え

る
た

め
，

貸
倒

実
績

率
等

に
よ

る
回

収
不

能
見

込
額

を
計

上
し
て

い
る

。

（
）

調
整
勘

定

会
計

基
準

改
正

前
に

計
上

さ
れ

て
い

た
調

整
勘

定
を

計
上

し
て

い
る

。

消
費

税
等

の
会

計
処

理

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

の
会

計
処

理
は

税
抜

き
方

式
に

よ
っ

て
い

る
。

Ⅱ
セ

グ
メ

ン
ト

情
報

に
関

す
る

注
記

神
戸

市
新

都
市

整
備

事
業

で
は

，
土

地
造

成
事

業
の

み
を

運
営

し
て

い
る

単
一

セ
グ

メ
ン
ト

で
あ

る
た

め
，

記
載

を
省

略
し

て
い

る
。

Ⅲ
そ

の
他

の
注

記

退
職

給
付

引
当

金
の

取
崩

し

当
年
度

に
お

い
て

，
退

職
手

当
と

し
て

千
円

を
支

出
す

る
た

め
，
退

職
給

付

引
当
金

千
円

を
使

用
す

る
。

賞
与

等
引

当
金

の
取

崩
し

 
当

年
度

に
お

い
て

，
賞

与
等

と
し

て
千

円
を

支
出

す
る

た
め

，
賞

与
等

引
当

金
千
円

を
使

用
す

る
。

 
調
整

勘
定

の
取

崩
し

 
当

年
度

に
お

い
て

，
完

成
土

地
整

備
費

と
し

て
千

円
を

支
出

し
，

ま
た

其

他
営
業

収
益

と
し

て
千

円
を

取
崩

す
た

め
，

調
整

勘
定

千
円

を
使
用

す
る

。
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（
単
位
：
千
円
）

１
(
1
)

1
5
,
4
0
2
,
0
0
0
 

(
2
)

2
,
1
3
6
,
0
0
0
 

1
7
,
5
3
8
,
0
0
0
 

２
(
1
)

1
4
,
9
8
4
,
0
0
0
 

(
2
)

1
,
4
3
6
,
9
1
7
 

(
3
)

1
4
5
,
9
7
2
 

(
4
)

3
2
8
,
1
9
8
 

(
5
)

3
5
,
0
0
0
 

(
6
)

1
,
0
0
0
 

1
6
,
9
3
1
,
0
8
7
 

6
0
6
,
9
1
3
 

３
(
1
)

7
5
,
0
0
0
 

(
2
)

1
,
2
6
7
,
3
3
6
 

1
,
3
4
2
,
3
3
6
 

４
(
1
)

支
払
利
息
及
企
業
債
取
扱
諸
費

5
9
0
,
9
9
1
 

(
2
)

2
1
9
,
9
2
2
 

8
1
0
,
9
1
3
 

5
3
1
,
4
2
3
 

1
,
1
3
8
,
3
3
6
 

５
(
1
)

1
,
0
0
0
 

1
,
0
0
0
 

６
(
1
)

1
,
0
0
0
 

1
,
0
0
0
 

７
1
0
0
,
0
0
0
 

1
0
0
,
0
0
0
 

△
 
1
0
0
,
0
0
0
 

1
,
0
3
8
,
3
3
6
 

6
2
 

1
,
0
3
8
,
3
9
8
 

平
成

3
0
年

度
神

戸
市

新
都

市
整

備
事

業
会

計
予

定
損

益
計

算
書

（
平

成
3
0
年

４
月

１
日

か
ら

平
成

3
1
年

３
月

3
1
日

ま
で

）

土
地

売
却

収
益

営
業

収
益

資
産

減
耗

費

其
他

営
業

収
益

営
業

費
用

管
理

業
務

費

減
価

償
却

費

雑
収

益

営
業

外
費

用

雑
支

出

営
業

利
益

一
般

管
理

費

土
地

売
却

原
価

総
係

費

受
取

利
息

及
配

当
金

当
年

度
純

利
益

営
業

外
収

益

そ
の

他
特

別
利

益

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金

前
年

度
繰

越
利

益
剰

余
金

経
常

利
益

予
備

費

特
別

利
益

特
別

損
失

そ
の

他
特

別
損

失

　
　

　
　

　
新

都
市

整
備

事
業

会
計
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（
単
位
：
千
円
）

１
　
固
　
定
　
資
　
産

(
1
)

6
,
7
0
6
,
1
9
1
 

7
4
5
 

　
　
減
価
償
却
累
計
額

△
 
3
8
7
 

3
5
8
 

6
,
7
0
6
,
5
4
9
 

(
2
)

1
,
7
9
5
 

3
4
,
4
0
7
 

3
6
,
2
0
2
 

(
3
)

1
3
,
8
6
7
,
4
1
4
 

9
,
1
0
0
 

1
,
6
0
4
,
0
0
0
 

2
5
,
3
9
8
,
1
9
0
 

5
5
0
,
5
6
2
 

△
 
5
5
0
,
5
6
2
 

6
1
,
1
3
6
 

4
0
,
9
3
9
,
8
4
0
 

4
7
,
6
8
2
,
5
9
1
 

２
　
土
　
地
　
造
　
成
　
勘
　
定

(
1
)

1
,
2
2
3
,
6
9
9
 

(
2
)

1
7
9
,
4
1
4
,
8
4
6
 

1
8
0
,
6
3
8
,
5
4
5
 

３
　
流
　
動
　
資
　
産

(
1
)

1
0
3
,
3
1
2
,
6
1
2
 

(
2
)

3
,
1
0
0
,
3
2
6
 

△
 
6
7
,
0
6
1
 

3
,
0
3
3
,
2
6
5
 

(
3
)
　

3
3
,
0
0
0
 

(
4
)

9
8
3
,
9
0
3
 

1
0
7
,
3
6
2
,
7
8
0
 

3
3
5
,
6
8
3
,
9
1
6
 

平
成
3
0
年
度
神
戸
市
新
都
市
整
備
事
業
会
計
予
定
貸
借
対
照
表

（
平
成
3
1
年
３
月
3
1
日
）

資
　
産
　
の
　
部

有
形

固
定

資
産

イ
土

地
ロ

備
品

有
形

固
定

資
産

合
計

無
形

固
定

資
産

イ
電

話
加

入
権

ロ
そ

の
他

無
形

固
定

資
産

無
形

固
定

資
産

合
計

投
資

そ
の

他
の

資
産

イ
投

資
有

価
証

券
ロ

出
資

金
ハ

長
期

一
般

貸
付

金
ニ

長
期

他
会

計
貸

付
金

ホ
破

産
更

生
債

権
等

貸
倒

引
当

金
ヘ

そ
の

他
投

資
投

資
そ

の
他

の
資

産
合

計
固

定
資

産
合

計

完
成

土
地

未
成

土
地

土
地

造
成

勘
定

合
計

現
金

預
金

未
収

金
貸

倒
引

当
金

短
期

一
般

貸
付

金
短

期
他

会
計

貸
付

金
流

動
資

産
合

計

資
産

合
計

　
　
　
新
都
市
整
備
事
業
会
計



- 50 -

４
　
固
　
定
　
負
　
債

(
1
)

9
9
,
8
7
4
,
0
0
0
 

(
2
)

6
6
,
6
3
9
,
8
4
7
 

(
3
)

5
6
4
,
1
0
1
 

1
6
7
,
0
7
7
,
9
4
8
 

５
　
流
　
動
　
負
　
債

(
1
)
 

1
8
,
6
8
2
,
0
0
0
 

(
2
)
 

7
,
1
8
8
,
7
2
9
 

(
3
)
 

4
8
8
,
9
0
2
 

(
4
)

2
,
2
5
3
,
8
0
9
 

(
5
)
 

7
0
,
6
7
4
 

2
8
,
6
8
4
,
1
1
4
 

1
9
5
,
7
6
2
,
0
6
2
 

６
　
資
　
本
　
金

7
0
,
4
6
4
,
0
0
0
 

７
　
剰
　
余
　
金

(
1
)
 

8
3
4
,
0
0
0
 

1
4
8
,
5
7
3
 

1
3
,
1
2
3
,
2
4
9
 

3
,
1
5
2
,
4
2
7
 

3
8
,
4
1
5
,
2
0
7
 

5
5
,
6
7
3
,
4
5
6
 

(
2
)
 

4
,
9
3
0
,
0
0
0
 

7
,
8
1
6
,
0
0
0
 

1
,
0
3
8
,
3
9
8
 

1
3
,
7
8
4
,
3
9
8
 

6
9
,
4
5
7
,
8
5
4
 

1
3
9
,
9
2
1
,
8
5
4
 

3
3
5
,
6
8
3
,
9
1
6
 

負
　
債
　
の
　
部

企
業

債

イ
建

設
改

良
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債

調
整

勘
定

退
職

給
付

引
当

金
固

定
負

債
合

計

企
業

債

イ
建

設
改

良
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債

未
払

金
前

受
金

預
り

金
賞

与
等

引
当

金
流

動
負

債
合

計

負
債

合
計

資
　
本
　
の
　
部

資
本

剰
余

金
イ

企
業

債
減

額
差

金
ロ

受
贈

財
産

評
価

額
ハ

寄
付

金
ニ

国
庫

補
助

金
ホ

そ
の

他
資

本
剰

余
金

資
本

剰
余

金
合

計
利

益
剰

余
金

イ
建

設
改

良
積

立
金

減
債

積
立

金
ハ

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金
利

益
剰

余
金

合
計

負
債

資
本

合
計

剰
余

金
合

計
資

本
合

計

ロ

　
　
　
新
都
市
整
備
事
業
会
計
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新
都
市
整
備

事
業

会
計

 

注
記

 
 

Ⅰ
重

要
な

会
計

方
針

に
係

る
事

項
に

関
す

る
注

記

 
資

産
の

評
価

基
準

及
び

評
価

方
法

（
）
有

価
証

券

移
動

平
均

法
に

よ
る

原
価

法
に

よ
っ

て
い

る
。

（
）
完

成
土

地
及

び
未

成
土

地

個
別

法
に

よ
る

原
価

法
（

貸
借

対
照

表
価

額
は

収
益

性
の

低
下

に
基

づ
く

簿
価

切
下

げ
の
方

法
に

よ
る

算
定

）
に

よ
っ

て
い

る
。

固
定

資
産

の
減

価
償

却
の

方
法

（
）
有

形
固

定
資

産

・
減
価

償
却

の
方

法
定

額
法

に
よ

っ
て

い
る

。

（
）
無

形
固

定
資

産

・
減
価

償
却

の
方

法
定

額
法

に
よ

っ
て

い
る

。

引
当

金
の

計
上

方
法

（
）

退
職
給

付
引

当
金

職
員

の
退

職
手

当
の

支
給

に
備

え
る

た
め

，
当

年
度

の
退

職
手

当
の

期
末

要
支

給

額
に
相

当
す

る
金

額
を

計
上

し
て

い
る

。

（
）
賞

与
等

引
当

金

職
員

の
期

末
・

勤
勉

手
当

等
の

支
給

に
備

え
る

た
め

，
当

年
度

末
に

お
け

る
支

出
見

込
み
額

に
基

づ
き

，
当

年
度

の
負

担
に

属
す

る
額
（

月
か

ら
３

月
ま

で
の

４
ヵ

月
分
）

を
計
上

し
て

い
る

。

（
）
貸

倒
引

当
金

債
権

の
不

納
欠

損
に

備
え

る
た

め
，

貸
倒

実
績

率
等

に
よ

る
回

収
不

能
見

込
額

を
計

上
し
て

い
る

。

（
）

調
整
勘

定

会
計

基
準

改
正

前
に

計
上

さ
れ

て
い

た
調

整
勘

定
を

計
上

し
て

い
る

。

消
費

税
等

の
会

計
処

理

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

の
会

計
処

理
は

税
抜

き
方

式
に

よ
っ

て
い

る
。

Ⅱ
セ

グ
メ

ン
ト

情
報

に
関

す
る

注
記

神
戸

市
新

都
市

整
備

事
業

で
は

，
土

地
造

成
事

業
の

み
を

運
営

し
て

い
る

単
一

セ
グ

メ
ン
ト

で
あ

る
た

め
，

記
載

を
省

略
し

て
い

る
。

Ⅲ
そ

の
他

の
注

記

退
職

給
付

引
当

金
の

取
崩

し

当
年
度

に
お

い
て

，
退

職
手

当
と

し
て

千
円

支
出

す
る

た
め

，
退

職
給

付
引

当
金

千
円

を
使

用
す

る
。

賞
与

等
引

当
金

の
取

崩
し

 
当

年
度

に
お

い
て

，
賞

与
等

と
し

て
千

円
を

支
出

す
る

た
め

，
賞

与
等

引
当

金
千
円

を
使

用
す

る
。

 
調
整

勘
定

の
取

崩
し

 
当

年
度

に
お

い
て

，
完

成
土

地
整

備
費

と
し

て
千

円
を

支
出

し
，

ま
た

其

他
営
業

収
益

と
し

て
千

円
を

取
崩

す
た

め
，
調

整
勘

定
千

円
を

使
用
す

る
。
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国
　

　
県

一
般

会
計

支
 出

 金
補

 助
 金

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

0

（
平

成
3
0

年
度

）
ポ

ー
ト

ア
イ

ラ
ン

ド
市

民
広

場
指

定
管

理
2
5
0
,0

0
0

  
  
 

平
成

3
0
年

度
以

降
5
2
,6

0
0

  
  
  
 

平
成

3
4
年

度
ま

で
1
9
7
,4

0
0

  
  
 

6
,0

0
0
,0

0
0

  
-

  
  
  
  
  
  
  
 

-
  
  
  
  
  
  
  
 

6,
0
0
0
,0

0
0

  
 

-
  
  
  
  
  
  
  
 

-
  
  
  
  
  
  
  
 

-
  
  
  
  
  
  
  
 

1
9
7
,4

0
0

  
  
 

-
  
  
  
  
  
  
  
 

-
  
  
  
  
  
  
  
 

西
神

中
央

文
化

・
芸

術
ホ

ー
ル

等
整

備
事

業
（

平
成

3
1

年
度

）
6
,0

0
0
,0

0
0

  
 

－
-

  
  
  
  
  
  
  
 

平
成

4
8
年

度
ま

で

千
円

千
円

期
  
  
間

金
 額

期
  
  
間

金
 額

債
　

　
務

　
　

負
　

　
担

　
　

行
　

　
為

　
　

に
　

　
関

　
　

す
　

　
る

　
　

調
　

　
書

事
  
  
  
  
  
項

限
度

額

平
成

3
0
年

度
末

ま
で

の
平

成
3
1

年
度

以
降

の
左

  
 の

  
 財

  
 源

  
 内

  
 訳

企
 業

 債
そ

 の
 他

支
払

義
務

発
生

見
込

額
支

払
義

務
発

生
予

定
額

-
  
  
  
  
  
  
  
 

1
0
8
,0

0
0

  
  
 

-
  
  
  
  
  
  
  
 

（
平

成
3
1

年
度

）
か

り
ば

プ
ラ

ザ
リ

ニ
ュ

ー
ア

ル
事

業
1
0
8
,0

0
0

  
  
 

－
-

  
  
  
  
  
  
  
 

平
成

3
5年

度
ま

で
1
0
8
,0

0
0

  
  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
新

都
市

整
備

事
業

会
計
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第 号議案

ポートアイランド市民広場条例の一部を改正する条例の件

ポートアイランド市民広場条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

平成 年２月 日提出

神戸市長 久 元 喜 造

ポートアイランド市民広場条例の一部を改正する条例

ポートアイランド市民広場条例（昭和 年 月条例第 号）の一部を次のよう

に改正する。

別表第１号の表中央広場の項中「 円」を「 円」に，「 円」

を「 円」に改め，別表第１号の表モニュメント広場の項中「 円」を

「 円」に，「 円」を「 円」に改め，別表第１号の表画廊の項

中「 円」を「 円」に改める。

別表第２号の表を次のように改める。

駐車場の使用料

備考

１ この表において「１回」とは，駐車場の使用の回数が１回である

ことをいい，駐車場へ入車してから出車するまでの間を１単位とし

て数えるものとする。

区 分 使 用 料

普通

駐車

料金

午前７時 分から午後 時ま

で

１回につき１時間までごとに 円

（１回につき５時間を超える場合に

あっては， 円）

午後 時から翌日の午前７時

分まで

１回につき 円

回数駐車料金（プリペイドカードそ

の他の普通駐車料金で 円分の

駐車場の使用を行うことができる前

払式支払手段の料金をいう。）

円



- 54 -

２ 前項の規定にかかわらず，午後 時前から午後 時後まで引き続

いて駐車場を使用する場合にあっては，午後 時に出車し，かつ，

同時刻に入車したものとみなして，駐車場の使用の回数を算定する

ものとする。

３ 第１項の規定にかかわらず，午前７時 分前から午前７時 分後ま

で引き続いて駐車場を使用する場合にあっては，午前７時 分に出車

し，かつ，同時刻に入車したものとみなして，駐車場の使用の回数を

算定するものとする。

別 表 第 ３ 号 の 表 業 と し て 写 真 （ 広 告 写 真 を 除 く 。） を 撮 影 す る 場 合 の 項 中

「 円」を「 円」に改め，別表第３号の表業として広告写真を撮影する

場合の項中「 円」を「 円」に改め，別表第３号の表業として映画を

撮影する場合の項中「 円」を「 円」に改め，別表第３号の表寄附金

品の募集その他これに類する行為をする場合の項中「 円」を「 円」に改め

る。

附 則

この条例は，社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うた

めの消費税法の一部を改正する等の法律（平成 年法律第 号）附則第１条第２

号に定める日から施行する。

理 由

社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法

の一部を改正する等の法律の施行等に伴い，条例を改正する必要があるため。
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（参 考）

ポートアイランド市民広場条例 ぬきがき

（ は，改正部分を示す。）

（現 行）

別表（第 条関係）

⑴ 第４条第１項の許可に係る使用料

施 設

使 用 日 使 用 料

名 称

面積の

概数（単

位平方

メート

ル）

中央広

場

平日 １日につき

円

土曜日，

日曜日及

び休日

１日につき

円

モニュ

メント

広場

平日 １日につき

円

土曜日，

日曜日及

び休日

１日につき

円

画廊 平日，土

曜日，日

曜日及び

休日

１日につき

円

備考 略

⑵ 駐車場の使用料

区 分 使 用 料

普通駐車料金 １時間までごとに 円

定期駐車料金 １箇月につき 円

（改 正 案）

別表（第 条関係）

⑴ 第４条第１項の許可に係る使用料

施 設

使 用 日 使 用 料

名 称

面積の

概数（単

位平方

メート

ル）

中央広

場

平日 １日につき

円

土曜日，

日曜日及

び休日

１日につき

円

モニュ

メント

広場

平日 １日につき

円

土曜日，

日曜日及

び休日

１日につき

円

画廊 平日，土

曜日，日

曜日及び

休日

１日につき

円

備考 略

⑵ 駐車場の使用料

区 分 使 用 料

普 通

駐 車

午 前 ７ 時 分

か ら 午 後 時

１ 回 に つ き １ 時

間までごとに
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回 数 駐 車 料 金 １冊（ 円券 枚）につき

円

料 金 まで 円（１回につき５

時 間 を 超 え る 場

合 に あ っ て は ，

円）

午 後 時 か ら

翌 日 の 午 前 ７

時 分まで

１回につき

円

回数駐車料金（プリペ

イドカードその他の普

通 駐 車 料 金 で 円

分の駐車場の使用を行

うことができる前払式

支 払 手 段 の 料 金 を い

う。）

円

備考

１ この表において「１回」とは，駐車

場の使用の回数が１回であることをい

い，駐車場へ入車してから出車するま

での間を１単位として数えるものとす

る。

２ 前項の規定にかかわらず，午後 時

前から午後 時後まで引き続いて駐車

場を使用する場合にあっては，午後

時に出車し，かつ，同時刻に入車した

ものとみなして，駐車場の使用の回数

を算定するものとする。

３ 第１項の規定にかかわらず，午前７

時 分前から午前７時 分後まで引き

続いて駐車場を使用する場合にあって

は，午前７時 分に出車し，かつ，同

時刻に入車したものとみなして，駐車

場 の 使 用 の 回 数 を 算 定 す る も の と す

る。
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⑶ 第 条第１項の許可に係る使用料

区 分 使 用 料

業として写真（広告

写真を除く。）を撮

影する場合

１人１日につき

円

業 と し て 広 告 写 真

を撮影する場合

１日につき

円

業 と し て 映 画 を 撮

影する場合

１日につき

円

寄 附 金 品 の 募 集 そ

の 他 こ れ に 類 す る

行為をする場合

１平方メートル１

日につき 円

備考 略

区 分 使 用 料

業として写真（広告

写真を除く。）を撮

影する場合

１人１日につき

円

業 と し て 広 告 写 真

を撮影する場合

１日につき

円

業 と し て 映 画 を 撮

影する場合

１日につき

円

寄 附 金 品 の 募 集 そ

の 他 こ れ に 類 す る

行為をする場合

１平 方 メー トル １

日につき 円

備考
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第 号議案

神戸市港湾施設条例等の一部を改正する条例の件

神戸市港湾施設条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。

平成 年２月 日提出

神戸市長 久 元 喜 造

神戸市港湾施設条例等の一部を改正する条例

（港湾施設条例の一部改正）

第１条 神戸市港湾施設条例（昭和 年４月条例第 号）の一部を次のように

改正する。

別表第１岸壁及び物揚場の項中「３円 銭」を「３円 銭」に，「７円

銭 」 を 「 ７ 円 銭 」 に ， 「 円 銭 」 を 「 円 ６ 銭 」 に ， 「 ７ 円 銭 」 を

「 ７ 円 銭 」 に ， 「 円 銭 」 を 「 円 銭 」 に ， 「 円 」 を 「

円」に，「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」に，「

円」を「 円」に改め，同表ドルフィンの項中「 円」を「 円」に，

「 円｜」を「 円｜」に，「 円」を「 円」に，「

円」を「 円」に，「 円」を「 円」に，「 円」を

「 円」に，「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」

に，「あつては 円」を「あつては 円」に，「 円」を

「 円」に，「 円」を「 円」に，「 円」を「

円」に改め，同表コンテナ用電源の項中「 円」を「 円」に，

「 円」を「 円」に改め，同表上屋（重量物上屋，化学品上屋，航

空貨物上屋及び青果物上屋を除く。 の項中「 円 銭」を「 円 銭」に，

「 円 銭」を「 円 銭」に，「 円 銭」を「 円４銭」に，「 円

銭」を「 円３銭」に，「 円 銭」を「 円 銭」に，「 円 銭」を

「 円 銭」に，「 円 銭」を「 円 銭」に，「 円 銭」を「 円

銭」に，「 円 銭」を「 円 銭」に，「 円 銭」を「 円８銭」に，

「 円」を「 円 銭」に，「 円 銭」を「 円 銭」に，「 円」を

「 円 」 に ， 「 円 」 を 「 円 」 に， 「 円 」 を「 円 」に，

「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」
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に，「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」に，「 円」を「

円 」 に ，「 円 」 を 「 円 」 に ， 「 円 」 を 「 円 」 に ， 「 円 」 を

「 円」に，「 円 銭」を「 円 銭」に改め，同表重量物上屋の項中

「 円 銭」を「 円 銭」に改め，同表化学品上屋の項中「 円 銭」を

「 円 銭」に改め，同表航空貨物上屋の項中「 円」を「 円」に

改め，同表青果物上屋の項中「 円」を「 円」に，

「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」

に改め，同表荷役機械の項中「 円」を「 円」に，「 円」

を「 円」に，「 円」を「 円」に，「 円」を

「 円」に，「 円」を「 円」に，「 円」を「

円」に，「 円」を「 円」に改め，同表荷さばき地，野積場，ふ

頭用地その他の項中「 円 銭」を「 円 銭」に，「 円 銭」を「 円

銭」に，「 円 銭」を「 円 銭」に，「９円 銭」を「９円 銭」に，

「８円 銭」を「８円 銭」に，「 円 銭」を「 円 銭」に，「 円」

を「 円」に，「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」に，「

円」を「 円」に，「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」に，

「 円 」 を 「 円 」 に 改 め ， 同 表 旅 客 施 設 の 項 中 「 円 」 を 「

円」に，

「 ｲ ２級 円」を

「 ｲ ２級 円」に，

「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」に，「 円」を「

円」に，「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」に，

「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」に，「 円」を

「 円 」 に ， 「 円 」 を「 円 」 に ，「 円 」を 「 円 」 に，

「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」に，

「１件１月につき 円」を

「１件１月につき 円」に，

「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」に，「 円」を「

円」に，「 円」を「 円」に，
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「 ウ 二輪車（道路交通法第２条第１項第 号に規定する原

動機付自転車及び同法第３条に規定する自動二輪車をい

う。以下同じ。）

１台１回につき 円 」

を

「 ウ 二輪車（道路交通法第２条第１項第 号に規定する原

動機付自転車及び同法第３条に規定する自動二輪車をい

う。以下同じ。）

１台１回につき 円 」

に，

「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」に，

「 イ 普通自動車

１台 分につき 円

ウ 二輪車

１台１回につき 円 」

を

「 イ 普通自動車

１台 分につき 円

ウ 二輪車

１台１回につき 円 」

に，

「 ア 普通自動車

１台 分につき 円 」
を

「 ア 普通自動車

１台 分につき 円 」
に，

「 円」を「 円」に改め，同表旅客乗降用施設の項中「 円」を

「 円」に改め，同表フェリー用可動橋の項中「 円」を「 円」

に，「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」に改め，同

表 港 湾 幹 線 道 路 の 項 中 「 円 」 を 「 円 」 に 改 め ， 同 表 駐 車 場 の 項 中

「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」に，「 円」

を「 円」に，「 円」を「 円」に改め，同表事務室その他の項中

「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」に，「 円」を

「 円」に，「 円」を「 円」に改め，同表貯木場及び運河の項中「
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銭」を「 銭」に，「１円 銭」を「１円 銭」に，「 円 銭」を「 円

銭」に改め，同表緑地の項中「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」

に，「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」に，「 円

銭」を「 円 銭」に，「４円 銭」を「４円 銭」に，「 円」を

「 円」に，「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」に，「

円」を「 円」に，「 円」を「 円」に改め，同表廃棄物埋立護岸の項

中「 円」を「 円」に改め，同表小型船舶用泊地の項中「 円」

を「 円」に，「 円」を「 円」に，「 円」を「

円」に，「 円」を「 円」に改める。

（須磨ヨットハーバー条例の一部改正）

第２条 神戸市立須磨ヨットハーバー条例（昭和 年４月条例第６号）の一部を

次のように改正する。

別表第１号 の 表ディ ン ギー，スポーツ用漕艇又は水上オートバイの陸置の

項中「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」に改め，別表第

１ 号 の 表上 記 以 外の 艇 の 項中 「 円 」 を 「 円 」 に ，「 円 」 を

「 円」に，「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」

に ，「 円 」 を 「 円 」 に ，「 円 」 を 「 円 」 に ，「

円」を「 円」に，「 円」を「 円」に，「 円」を「

円」に，「 円」を「 円」に改める。

別表第２号の表揚降施設の利用の項中「 円」を「 円」に改め，別表

第２号の表修理庫の利用の項中「 円」を「 円」に改め， 別表第２

号の表修理ヤードの利用の項中「 円」を「 円」に改め， 別表第２

号の表駐車場の利用の項中「 円」を「 円」に改め， 別表第２号の 表船

具ロッカー（大）の利用の項中「 円」を「 円」に改め， 別表第２

号の表船具ロッカー（小）の利用の項中「 円」を「 円」に改め，

別表第２号の表給油施設の利用の項中「 円」を「 円」に改め，

別表第２号の 表会議室の利用の項中「 円」を「 円」に，「 円」

を「 円」に改め，別表第２号の表事務室の利用の項中「 円」を

「 円」に改め，別表第２号の表物件の設置の項中「 円」を「
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円」に改め，別表第２号の表建物以外の部分の催物の実施による利用の項中

「 円」を「 円」に改め， 別表第２号の 表業としての写真（広告写真を

除く。）の撮影の項中「 円」を「 円」に改め，別表第２号の表業と

しての広告写真の撮影の項中「 円」を「 円」に改め，別表第２

号の表業としての映画等の撮影の項中「 円」を「 円」に改める。

（神戸港福利厚生施設神戸ポートオアシス条例の一部改正）

第３条 神 戸 港 福 利 厚 生 施 設 神 戸 ポ ー ト オ ア シ ス 条 例 （ 平 成 年 ９ 月 条 例 第

号）の一部を次のように改正する。

別表第１号アの表多目的ホールの項中

「

円 円 円 円 円 円
を

円 円 円 円 円 円

」

「

円 円 円 円 円 円
に改め，

円 円 円 円 円 円

」

同号イの表会議室の項中

「

を

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

」
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「

に改め，

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

」

同号ウ中「 円」を「 円」に改め，別表第２号中「 円」を

「 円」に改め ，同表第３号の表 普通駐車の項中「 円」を「 円 」

に改め，別表第３号の表定期駐車の項中「 円」を「 円」に改める。

（入港料条例の一部改正）

第４条 神戸市入港料条例（昭和 年 月条例第 号）の一部を次のように改正

する。

第２条第２項中「 銭」を「 銭」に改める。

（船舶給水条例の一部改正）

第５条 神戸市船舶給水条例（昭和 年４月条例第７号）の一部を次のように改正

する。

別表運搬給水の項中

「

を に，

ｲ 防波堤外

ａ Ａ区域 円

ｂ Ｂ区域 円

ｃ Ｃ区域 円

「
ｲ 防波堤外 円

」

」
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「

を に改め，

ｲ 防波堤外

ａ Ａ区域 円

ｂ Ｂ区域 円

ｃ Ｃ区域 円

「
ｲ 防波堤外 円

」

」

同表備考第２項を次のように改める。

２ この表において「防波堤内」及び「防波堤外」とは，神戸港の港湾区域

を，規則で定めるところにより，２の区域に区分したそれぞれの区域をい

う。

第６条 神戸市船舶給水条例の一部を次のように改正する。

別表運搬給水の項中「 円」を「 円」に，「 円 銭」を「

円」に，「防波堤内 円」を「防波堤内 円」に，「 円」

を「 円」に，「 円」を「 円」に，「 円を」を

「 円 を 」 に 改 め ， 同 表 一 般 岸 壁 給 水 の 項 中 「 円 」 を 「

円」に，「 円 銭」を「 円」に，「 円」を「 円」に，「

円」を「 円」に，「 円 銭」を「 円」に改め，同表特定岸壁給水

の項中「 円」を「 円」に，「 円」を「 円」に改め，同表自

動販売機給水の項中「 円」を「 円」に改め，同表自用船舶給水の項中

「 円」を「 円」に改める。

（港湾法第 条第１項の規定による許可並びに同条第４項の規定による占用料

及び土砂採取料に関する条例の一部改正）

第７条 港湾法第 条第１項の規定による許可並びに同条第４項の規定による占

用料及び土 砂採 取料 に関 する 条例 （平成 年３月条例第 号）の一部を次の

ように改正する。

別表第１号の表備考第１項を次のように改める。

１ 第５条第１項の規定による占用の有効期間（次項において「占用期間」

という。）が１月未満の場合における占用料は，１月当たりの占用料を日割

りにより計算した額に 分の を乗じて得た額とする。この場合におい
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て，１月は 日として計算する。

別表第１号 の表備考 中第３項を第４項とし，第２項を第３項とし，第１項

の次に次の１項を加える。

２ 占用期間が１月以上の場合において，当該期間に１月未満の端数がある

ときは，当該１月未満の端数の期間の占用料は，１月当たりの占用料を日

割りにより計算した額とする。この場合において，１月は 日として計算

する。

別表第２号中「 円」を「 円」に改める。

（神戸空港条例の一部改正）

第８条 神戸空港条例（平成 年４月条例第１号）の一部を次のように改正する。

第８条中第４号を削り，第５号を第４号とし，第６号を第５号とする。

別表第１備考第２項中「 分の 」を「 分の 」に改める。

附 則

この条例は， 社 会保障の 安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行う

ための消費税法の一部を改正する等の法律（平成 年法律第 号）附則第１条

第２号に定める日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各号

に定める日から施行する。

第４条の規定 公布の日から起算して９月を超えない範囲内において規

則で定める日

第５条の規定 平成 年５月１日

理 由

社会保障の安定 財源の確 保等を図る税制 の抜本的な改革を行うための消費税

法の一部を改正する等の法律 の施行等に伴い，条例 を改正する必要があるため。
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（参考 １）

神戸市港湾施設条例 ぬきがき

（ は，改正部分を示す。）

（現 行）

別表第１（第 条関係）

岸 壁 及

び 物 揚

場

１ 船舶（２から４までに該当する

船舶を除く。）

⑴ 略

⑵ ⑴以外の船舶

ア 係留時間が１時間未満の場

合

総トン数１トンにつき

３円 銭

イ 係留時間が１時間以上２時

間未満の場合

総トン数１トンにつき

７円 銭

ウ 係留時間が２時間以上の場

合

総トン数１トンにつき

円 銭

ただし，係留時間が 時間

を超えるときは，超過時間

時間につき総トン数１トン当

たり７円 銭を加算する。

２ 機船又ははしけ（貨物の積卸し

のため使用する場合に限る。）

⑴ 重量貨物

１トンにつき 円 銭

⑵ 軽重貨物

（改 正 案）

３円 銭

７円 銭

円６銭

７円 銭

円 銭
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立方メートルにつき

円 銭

３ 起重機船

⑴ 揚力が トン未満のもの

１隻１日につき 円

⑵ 揚力が トン以上 ト

ン未満のもの

１隻１日につき 円

⑶ 揚力が トン以上のもの

１隻１日につき 円

４ 大型船舶用引船

１隻１日につき 円

ド ル フ

ィン

１ 略

２ １以外の船舶

係留時間が 時間につき

⑴ 総トン数が トン未満の

もの 円

⑵ 総トン数が トン以上

トン未満のもの 円

⑶ 総トン数が トン以上

トン未満のもの

円

⑷ 総トン数が トン以上

トン未満のもの

円

⑸ 総トン数が トン以上

トン未満のもの

円

⑹ 総トン数が トン以上

のもの 円

円 銭

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円
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ただし，係留時間が 時間を

超えるときは，超過時間 時間

につき，総トン数が トン

未満のものにあつては 円

を， トン以上 トン未

満のものにあつては 円

を， トン以上 トン未

満のものにあつては 円

を， トン以上 トン

未満のものにあつては 円

を， トン以上 トン

未満のものにあつては 円

を， トン以上のものにあ

つては 円を加算する。

コ ン テ

ナ 用 電

源

１ 縦が メートル横が メート

ル高さが メートルのコンテナ

のため使用するとき。

１個 時間につき 円

２ 縦が メートル横が メー

トル高さが メートルのコンテ

ナのため使用するとき。

１個 時間につき 円

上 屋

（ 重 量

物 上

屋 ， 化

学 品 上

屋 ， 航

空 貨 物

上 屋 及

１ 一般使用

１平方メートル１日につき

⑴ １級上屋

ア 平家建て又は多階建て１階

円 銭

イ 多階建て２階 円 銭

⑵ ２級上屋

ア 平家建て又は多階建て１階

円

円

あつては 円

円

円

円

円

円

円 銭

円 銭



- 69 -

び 青 果

物 上 屋

を 除

く。）

円 銭

イ 多階建て２階 円 銭

⑶ ３級上屋

ア 平家建て又は多階建て１階

円 銭

イ 多階建て２階 円 銭

⑷ ４級上屋

ア 平家建て又は多階建て１階

円 銭

イ 多階建て２階 円 銭

⑸ ５級上屋

ア 平家建て又は多階建て１階

円 銭

イ 多階建て２階 円 銭

⑹ ６級上屋

ア 平家建て又は多階建て１階

円

イ 多階建て２階 円 銭

２ 専用使用

１平方メートル１月につき

⑴ １級上屋

ア 平家建て又は多階建て１階

円

イ 多階建て２階 円

⑵ ２級上屋

ア 平家建て又は多階建て１階

円

イ 多階建て２階 円

⑶ ３級上屋

ア 平家建て又は多階建て１階

円４銭

円３銭

円 銭

円 銭

円 銭

円 銭

円 銭

円８銭

円 銭

円 銭

円

円

円

円
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円

イ 多階建て２階 円

⑷ ４級上屋

ア 平家建て又は多階建て１階

円

イ 多階建て２階 円

⑸ ５級上屋

ア 平家建て又は多階建て１階

円

イ 多階建て２階 円

⑹ ６級上屋

ア 平家建て又は多階建て１階

円

イ 多階建て２階 円

３ 占用使用

１平方メートル１月につき

屋上 円 銭

重 量 物

上屋

１平方メートル１日につき

円 銭

化 学 品

上屋

１平方メートル１日につき

円 銭

航 空 貨

物上屋

１平方メートル１月につき

円

青 果 物

上屋

１月につき

１ Ｔ１上屋 円

２ Ｔ３上屋 円

３ Ｕ上屋 円

荷 役 機

械

１ 固定式電動荷役機械

⑴ 揚力２トンのもの

１基１月につき 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円 銭

円 銭

円 銭

円

円

円

円

円
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⑵ 揚力 トンのもの

１基１月につき 円

２ ガントリー・クレーン

⑴ 揚力 トン以上かつ海側

横行範囲 メートル以上のも

の

１基 分につき 円

⑵ 揚力 トン以上かつ海側

横行範囲 メートル以上

メートル未満のもの

１基 分につき 円

⑶ 揚力 トン以上かつ海側

横行範囲 メートル以上

メートル未満のもの

１基 分につき 円

⑷ ⑴から⑶までに定めるもの

以外のもの

１基 分につき 円

３ 重量物クレーン

１基 分につき 円

荷 さ ば

き 地 ，

野 積

場 ， ふ

頭 用 地

その他

１ 一般使用

⑴ ⑵に定めるもの以外のもの

搬入の日から起算して，貨物

１トン又は１平方メートル１日

につき

ア １級地 円 銭

イ ２級地 円 銭

ウ ３級地 円 銭

エ ４級地 ９円 銭

オ ５級地 ８円 銭

円

円

円

円

円

円

円 銭

円 銭

円 銭

９円 銭

８円 銭
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⑵ 化学品取扱所

１平方メートル１日につき

円 銭

２ 専用使用

１平方メートル１月につき

⑴ １級地 円

⑵ ２級地 円

⑶ ３級地 円

⑷ ４級地 円

⑸ ５級地 円

３ 占用使用

１月につき

⑴～⑶ 略

⑷ 自動販売機等

１件につき 円

⑸ 作業用車両等置場

１平方メートルにつき 円

⑹ 略

旅 客 施

設

１ 事務室その他

１平方メートル１月につき

⑴ ⑵に定めるもの以外のもの

ア 事務室

（ア） １級 円

（イ） ２級 円

イ その他

（ア） １級 円

（イ） ２級 円

⑵ 中突堤旅客ターミナル及び

中突堤中央ターミナル

ア 事務室 円

円 銭

円

円

円

円

円

円

円

円

（イ） ２級 円

円

円

円
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イ その他 円

２ 占用使用

⑴ 店舗として使用するとき。

１平方メートル１月につき

ア イに定めるもの以外のもの

（ア） １級 円

（イ） ２級 円

（ウ） ３級 円

イ 中突堤旅客ターミナル及び

中突堤中央ターミナル

円

⑵ 広告のため使用するとき。

面積１平方メートルまで１月

につき

ア 壁面 円

ただし，面積１平方メート

ルを超えるものは，１平方メ

ートル１月につき 円を加

算する。

イ 床面 円

ただし，面積１平方メート

ルを超えるものは，１平方メ

ートル１月につき 円を

加算する。

⑶ 自動販売機等の物件を設置

するとき。

１件１月につき 円

⑷ 催物等のため使用すると

き。

１平方メートル１日につき

円

円

円

円

円

円

円

円

円

１件１月につき 円
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円

３ 駐車施設

⑴ ポートターミナル

ア バス（道路交通法第３条に

規定する大型自動車のうち人

の運送の用に供するものをい

う。以下同じ。）

１台１回につき 円

イ 普通自動車（道路交通法第

３条に規定する普通自動車を

いう。以下同じ。）

１台１時間につき 円

ただし，１日につき 円

を超える場合は，当該日の使

用料は， 円とする。

ウ 二輪車（道路交通法第２条

第１項第 号に規定する原動

機付自転車及び同法第３条に

規定する自動二輪車をいう。

以下同じ。）

１台１回につき 円

⑵ 中突堤（中突堤旅客ターミ

ナルを除く。）

ア バス

１台１回につき 円

ただし，駐車時間が２時間

以上である場合は，当該駐車

時間から２時間を減じて得た

時間１時間につき 円を加

算する。

円

円

円

円

円

ウ 二輪車（道路交通法第２条

第１項第 号に規定する原動

機付自転車及び同法第３条に

規定する自動二輪車をいう。

以下同じ。）

１台１回につき 円

円

円
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イ 普通自動車

１台 分につき 円

ウ 二輪車

１台１回につき 円

⑶ 中突堤旅客ターミナル

ア 普通自動車

１台 分につき 円

イ アに定めるもの以外のもの

１平方メートル１月につき

円

旅 客 乗

降 用 施

設

１台 時間につき 円

フ ェ リ

ー 用 可

動橋

１回につき

１ 総トン数 トン未満の船舶

円

２ 総トン数 トン以上 ト

ン未満の船舶 円

３ 総トン数 トン以上の船舶

円

略 略

港 湾 幹

線道路

新港ふ頭摩耶ふ頭間又は摩耶ふ頭

高羽大橋間

自動車１台１回につき

１ １区間 円

２ ２区間（連続して通行する場合

に限る。） 円

駐車場 １月につき

１ マイクロバス用駐車場

⑴ 大型 １台につき

イ 普通自動車

１台 分につき 円

ウ 二輪車

１台１回につき 円

ア 普通自動車

１台 分につき 円

円

円

円

円

円

円
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円

⑵ 小型 １台につき

円

２ 普通自動車用駐車場

１台につき 円

３ １及び２に定めるもの以外のも

の

１平方メートルにつき 円

事 務 室

その他

１平方メートル１月につき

１ 特級 円

２ １級 円

３ ２級 円

４ ３級 円

貯 木 場

及 び 運

河

１ 一般使用

搬入の日から起算して水面１平

方メートル１日につき

⑴ 日まで 銭

⑵ 日以後 １円 銭

２ 専用使用

水面１平方メートル１月につき

円 銭

緑地 １ 占用使用

⑴ 出店，募金その他これらに

類する行為をするとき。

１平方メートル１日につき

円

⑵ 業として写真（広告写真を

除く。）を撮影するとき。

１人１日につき 円

⑶ 業として広告写真を撮影す

円

円

円

円

円

円

円

円

銭

１円 銭

円 銭

円

円
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るとき。

１日につき 円

⑷ 業として映画等を撮影する

とき。

１日につき 円

⑸ 興業，競技会，展示会，博

覧会その他これらに類する催し

のため緑地の全部又は一部を占

用するとき。

１平方メートル１日につき

円 銭

⑹ 集会その他これに類する催

しのため緑地の全部又は一部を

占用するとき。

１平方メートル１日につき

４円 銭

⑺ 自動販売機を設置するとき。

１件１月につき 円

２ 駐車施設

⑴ メリケンパーク

ア バス

１台１回につき 円

ただし，駐車時間が２時間

以上である場合は，当該駐車

時間から２時間を減じて得た

時間１時間につき 円を加

算する。

イ 普通自動車

１台 分につき 円

⑵ その他

円

円

円 銭

４円 銭

円

円

円

円
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１台１時間につき 円

廃 棄 物

埋 立 護

岸

廃棄物１トンにつき 円

小 型 船

舶 用 泊

地

１ 小型船舶を係留するとき。

１隻１月につき

⑴ 長さが６メートル未満の小

型船舶 円

⑵ 長さが６メートル以上 メ

ートル未満の小型船舶

円

⑶ 長さが メートル以上の小

型船舶 円

２ 浮桟橋その他これに類するもの

を設置するとき

１平方メートル１月につき

円

備考 略

円

円

円

円

円

円
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（参考 ２）

神戸市立須磨ヨットハーバー条例 ぬきがき

（ は，改正部分を示す。）

（現 行）

別表（第８条関係）

⑴ 係留及び陸置に係るもの

種 別

一般利用

に係る額

（１隻１

日につき

）

専用利用

に係る額

（１隻１

日につき

）

デ ィ ン ギ ー ， ス ポ ー

ツ 用 漕 艇 又 は 水 上 オ

ートバイの陸置

円 円

上

記

以

外

の

艇

く

い

係

留

又

は

陸

置

５メートル

以下のもの

円 円

５メートル

を超え６メ

ートル以下

のもの

円 円

６メートル

を超え７メ

ートル以下

のもの

円 円

７メートル

を超え８メ

ートル以下

のもの

円 円

８メートル

を超えるも

の

円

に８メー

トルを超

える１メ

円

に８メー

トルを超

える１メ

（改 正 案）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円
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ートルに

つき，

円

を加えた

額

ートルに

つき，

円

を加えた

額

略 略

備考 略

⑵ 係留及び陸置以外に係るもの

種 別 金 額

揚降施設の

利用

揚艇又は降艇１回につき 円

修理庫の利

用

１隻１日につき 円

修理ヤード

の利用

１隻１日につき 円

駐車場の利

用

１台１回１日につき 円

略 略

船具ロッカ

ー（大）の

利用

１月につき 円

船具ロッカ

ー（小）の

利用

１月につき 円

給油施設の

利用

１月につき 円

略 略

会議室の利

用

午前９時から

正午まで

１室につき

円

円 円

円

円

円

円

円

円

円

円
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午後１時 分

から午後４時

分まで

１室につき

円

午前９時から

午後５時まで

以外の時間の

利用

１室１時間に

つき 円

事務室の利

用

１平方メートル１月につき

円

略 略

物件の設置 １物件１月につき 円

建物以外の

部分の催物

の実施によ

る利用

１平方メートル１日につき

円

業としての

写真（広告

写 真 を 除

く 。） の 撮

影

１人１日につき 円

業としての

広告写真の

撮影

１日につき 円

業としての

映画等の撮

影

１日につき 円

備考 略

円

円

円

円

円

円

円

円
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（参考 ３）

神戸港福利厚生施設神戸ポート

（現 行）

別表（第７条関係）

⑴ 多目的ホール，会議室及び事務室の使用料

ア 多目的ホールの使用料

施設の

名称

使用料

使用時間

使用日

午前（午

前９時か

ら正午ま

で）

午後（午

後１時か

ら午後５

時まで）

夜間（午

後５時

分から午

後９時ま

で）

午前・午

後（午前

９時から

午後５時

まで）

午後・夜

間（午後

１時から

午後９時

まで）

終日（午

前９時か

ら午後９

時まで）

多目的

ホール

平日 円 円 円 円 円 円

土曜日，

日曜日及

び休日

円 円 円 円 円 円

備考 略

イ 会議室の使用料（ウに定める場合を除く。）

施設の

名称

使用料

面積の概

数（単位

平方メ

ートル）

午 前 （ 午

前 ９ 時 か

ら 正 午 ま

で）

午 後 （ 午

後 １ 時 か

ら 午 後 ５

時まで）

夜 間 （ 午

後 ５ 時

分 か ら 午

後 ９ 時 ま

で）

午 前 ・ 午

後 （ 午 前

９ 時 か ら

午 後 ５ 時

まで）

午 後 ・ 夜

間 （ 午 後

１ 時 か ら

午 後 ９ 時

まで）

終 日 （ 午

前 ９ 時 か

ら 午 後 ９

時まで）

会

議

室

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円



- 83 -

オアシス条例 ぬきがき

（ は，改正部分を示す。）

（改 正 案）

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円
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円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

ウ 会議室又は事務室の使用料（使用の期間が１月以上１年以内の場合に限る。） １平方メート

ル１月につき 円

⑵ 附属設備の使用料 １設備１回につき 円

⑶ 駐車場の使用料

区分 使用料

普通駐車 １台 分につき 円。この場合において， 分未満の端数が生じたときは，

分として計算する。ただし，最初の 分は，無料とする。

定期駐車 １台１月につき 円
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円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

１平方メき 円

附属設備の使用料 １設備１回につき 円

１台 分につき 円

１台１月につき 円
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（参考 ４）

神戸市入港料条例 ぬきがき

（ は，改正部分を示す。）

（現 行）

（入港料の徴収）

第２条 略

２ 入港料は，入港１回につき，総トン数１トン

当たり２円 銭に 銭を加えた額（以下「基本

料率」という。）とする。ただし，外航船舶（消

費税法施行令（昭和 年政令第 号）第 条第

２項第３号に規定する船舶をいう。）にあつて

は，入港１回につき，総トン数１トン当たり２

円 銭とし，内航船舶（国内の港と国内以外の

地域の港との間を往来する船舶以外の船舶をい

う。）にあつては，入港１回につき，総トン数１

トン当たり基本料率の２分の１を減じた額とす

る。

３ 略

（改 正 案）

銭



- 87 -

（参考 ５）

神戸市船舶給水条例 ぬきがき

（ は，改正部分を示す。）

（現 行）

別表（第７条関係）

給 水 の

種別

料 金

運 搬 給

水

１ 外航船舶

１隻１回につき，次の料金の合

計額

⑴ 略

⑵ 運搬料

ア 基本料金

（ア） 略

（イ） 防波堤外

ａ Ａ区域 円

ｂ Ｂ区域 円

ｃ Ｃ区域 円

（ウ） 略

イ 略

２ １以外の船舶

１隻１回につき，次の料金の合

計額

⑴ 略

⑵ 運搬料

ア 基本料金

（ア） 略

（イ） 防波堤外

ａ Ａ区域 円

ｂ Ｂ区域 円

（第５条による改正案）

（イ） 防波堤外 円

（イ） 防波堤外 円
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ｃ Ｃ区域 円

（ウ） 略

イ 略

略 略

備考

１ 略

２ この表において「Ａ区域」，「Ｂ区域」

及び「Ｃ区域」とは，神戸港の防波堤外の

港湾区域を，規則で定めるところにより，

３の区域に区分したそれぞれの区域をい

う。

３～９ 略

２ この表において「防波堤内」及び「防波

堤外」とは，神戸港の港湾区域を，規則で

定めるところにより，２の区域に区分した

それぞれの区域をいう。
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（参考 ６）

神戸市船舶給水条例 ぬきがき

（ は，改正部分を示す。）

（第５条による改正案）

別表（第７条関係）

給 水 の

種別

料 金

運 搬 給

水

１ 略

２ １以外の船舶

１隻１回につき，次の料金の合

計額

⑴ 基本料

ア 水量 立方メートルまで

円

イ 水量 立方メートルを超え

る分

水量１立方メートルにつき

円 銭

⑵ 運搬料

ア 基本料金

（ア） 防波堤内 円

（イ） 防波堤外 円

（ウ） 港湾区域外

円。ただし，第

１関門，第２関門又は第３

関門からの距離が キロメ

ートルを超える区域につい

ては， 円に当該超

える距離１キロメートルに

つき 円を加算した額

（第６条による改正案）

円

円

防波堤内 円

円

円

円

円を
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とする。

イ 略

一 般 岸

壁給水

１ 略

２ １以外の船舶

⑴ ⑵に掲げる者以外の者

１隻１回につき，次の料金の合

計額

ア 基本料

（ア） 水量 立方メートルまで

円

（イ） 水量 立方メートルを

超える分

水量１立方メートルにつ

き 円 銭

イ 作業料（時間外並びに深夜

及び休日の給水に限る。）

（ア） 時間外

給水時間 分につき

円

（イ） 深夜及び休日

給水時間 分につき

円

⑵ 第４条の２第２項の承認を

受けた者

水量１立方メートルにつき

円 銭

特 定 岸

壁給水

１ 略

２ １以外の船舶

⑴ １月につき水量 立方メー

トルまで 円

円

円

円

円

円

円
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⑵ 水量 立方メートルを超え

る分

水量１立方メートルにつき

円

自 動 販

売 機 給

水

水量１立方メートルにつき 円

自 用 船

舶給水

１ 略

２ １以外の船舶

水量１立方メートルにつき

円

備考 略

円

円

円
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（参考 ７）

港湾法第 条第１項の規定による許可並びに同条第４項の規定による占用料

及び土砂採取料に関する条例 ぬきがき

（ は，改正部分を示す。）

（現 行）

別表（第６条関係）

⑴ 占用料

占用の様態 占用料（１月につき）

略 略

備考

１ １月未満の占用料は，日割りにより

計算する。この場合において，１月は

日として計算する。

２ 略

３ 略

⑵ 土砂採取料

１立方メートルにつき 円。この場合

において，１立方メートル未満の端数は，

１立方メートルとして計算する。

（改 正 案）

１ 第５条第１項の規定による占用の有

効期間（次項において「占用期間」と

いう。）が１月未満の場合における占

用料は，１月当たりの占用料を日割り

により計算した額に 分の を乗じ

て得た額とする。この場合において，

１月は 日として計算する。

２ 占用期間が１月以上の場合におい

て，当該期間に１月未満の端数がある

ときは，当該１月未満の端数の期間の

占用料は，１月当たりの占用料を日割

りにより計算した額とする。この場合

において，１月は 日として計算す

る。

３

４

円
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（参考 ８）

神戸空港条例 ぬきがき

（ は，改正部分を示す。）

（現 行）

（給油作業等の制限）

第８条 何人も，次の各号のいずれかに該当する

ときは，空港内における航空機の給油又は排油

を行ってはならない。

⑴～⑶ 略

⑷ 航空機及び給油装置又は排油装置がそれぞ

れ電位零以外の地点に接地しているとき。

⑸ 略

⑹ 略

別表第１（第 条関係）

区 分 金 額

略 略

備考

１ 略

２ 消費税法（昭和 年法律第 号）第７

条の規定により消費税を免除することとさ

れた航空機以外の航空機にあっては，当該

着陸料等の額にそれぞれ 分の を乗じ

て得た額を着陸料等の額とする。

３ 略

（改 正 案）

⑷

⑸

分の
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Ⅵ 報 告 事 項
１．消費税率改定に伴う外郭団体自主料金の改定について

 
（１）阪神国際港湾株式会社

（改定の主な考え方） 
現行の料金に税率改定分（ ）を乗じ，端数処理を行う。

 
 
（２）神戸航空貨物ターミナル株式会社 
（改定の主な考え方）

現行の料金に税率改定分（ ）を乗じ，端数処理を行う。

〔例：上屋 １坪あたり１月につき 円を 円に変更する。〕

 
（３）株式会社神戸フェリーセンター

（改定の主な考え方）

現行の料金に税率改定分（ ）を乗じ，端数処理を行う。

〔例：ポートターミナルホール １日（午前９時から午後５時まで）あたり 円を

円に変更する。〕

 
 
（４）一般社団法人神戸港振興協会

（改定の主な考え方）

現行の料金に税率改定分（ ）を乗じ，端数処理を行う。

〔例：ホール・会議室等１日（午前 時から午後５時まで）あたり， 円～ 円を

円～ 円に変更する。〕

※なお，神戸ポートタワー・神戸海洋博物館等の入場料については，リニューアルを控えているため，

据え置き。

 





箇 所

西神住宅団地
神戸複合
産業団地

西神住宅第 2団地

神戸研究学園都市 神戸流通
業務団地

名谷団地

ウォーターフロント地区の魅力向上・
客船誘致の強化

須磨海岸の健全化・品質向上・活性化

高潮・津波対策事業

六甲アイランド

鶴甲団地

渦森台団地

国際コンテナ戦略
港湾の推進

計画的開発団地のリノベーション

計画的開発団地のリノベーション

ポートアイランド
（第 2期）
ポートアイランド
（第 2期）

高潮・津波対策事業
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